フィリピンの参加型灌漑管理(PIM)手法の成立と問題点 by 角田  宇子
フィリピンの参加型潅漑管理
（PIM）手法の成立と問題点
角　田　宇　子
TheestablishmentandproblemsofParticipatory
IrrfgationManagPment（PIM）atNational
IrrlgationAdminlStration（NIA）inthePhilippines
IekoKakuta
目次
1．はじめに
2．共有資源管理の理論
3．フィリピンのPIMの起源
4．NIAのPIMの評価
（1）リーダーの属性及びリーダーと職員の責任
（2）割当て制度（水配分と負担の相関、上流下流の格差の是正）
（3）水資源管理の能力
（4）メンバーの組織の支持の渡合い
（5）CPR組織の明確な範囲
（6）運営規則修正への参加
（7）監視
（8）段階的な制裁
（9）紛争解決能力
（10）組織化の権利の保証
－53－
（11）多層化組織体制
5．PIMの現状と課題
（1）IMTの課題
（2）IAの現状と課題
6．NIAのPIMの現状の評価
（1）リーダーの属性及びリーダーと職員の責任
（2）割当て制度（水配分と負担の相関、上流下流の格差の是正）
1）水利用者の負担（水利費（ISF）徴収制度、水路清掃）
2）水配分
3）上流下流の格差是正
（3）水資源管理の能力
（4）メンバーの組織の支持の度合い
（5）CPR組織の明確な範周
（6）運営規則修正への参加
（7）監視
（8）段階的な制裁
（9）紛争解決能力
（10）組織化の権利の保証
（11）多層化組織体制
7．結論
略語 英語 日本語
ADB AsianDevelopmentBank アジア開発銀行
AFMA
Agriculture　and　Fisheries
ModernaizatlOnAct
農業漁業近代化法
Atar Share サンへラでの用水の割当て
ー54－
略語 英語 日本語
BOD BoardofDirectors 水利組合役員会
CIS CommunalIrrigat10nSystem 共同潅漑システム
CPR ComInOnrPooIResources 共有資源
IA Irrigators’AssociatlOJl 水利組合
IDO InstitutlOnalDevelopmentOfEcer 組織開発員
IMT Irrigatl0nManagementTransfer 潅漑管理移管
ISF IrrigationServiceFee 水利費
JICA
Japan　hternational　Cooperation
Agency
国際協力機構
JSM JointSystemManagement 共同システム管理
LBP LandBankofthePhilippines フィリピン土地銀行
MRIIS
Magat　River　htegrated lrrlgat10n
System
マガット川総合湛漑地区
MA NatlOnallrrigatlOnAdminisitratlOn 国家潅漑庁
MS NationalIrrigationSystem 国営腫濫システム
MSO NationalIrrigationSystemO伍ce 国営湛激システム管理事務所
PCM ProjectCycleManagement
プロジェクト・サイクル ・マ
ネジメント
PIM PartlCipatoryIrrigatl0nManagement 参加型慈漑管理
SEC SecuritleSandExchangeCommission 証券取引委員会
SMC SystemManagementComrnittee システム管理委員会
SPISP
Southerns　PhilipplneS IrrigatlOn
SectorProject
フィリピン南部地域港漑事業
TSA TurnoutServiceArea 末端潅漑区
TSAG TurnoutServiceAreaGroup 荘漑グループ
WUA WaterUsersAssociatlOn 水利用者組織
ー55－
1．はじめに
現在世界の荘漑システムでは参加型港漑管理（ParticipatoryIrrigation
Management：以下PIM）を採用し、水利用者組織（WaterUsersAssoci－
ation：以下WUA）が潅漑システム全体または一部を運営する方式が普及し
つつある。フィリピンでは世界に先駆けていち早く1970年代から潅漑システ
ムの管理においてPIMを導入し、共同荘漑システム（CommunalIrrigatlOn
System：以下CIS）と国営潅漑システム（NatlOnalIrrigatlOnSystem：以下
MS）の双方に適用している。しかし、他国より長い歴史を持ちながら、フィ
リピンのPIMは十分成功しているとは言い難いのが現状である。本稿では
フィリピンでPIMの手法が成立してきた過程と現在抱える問題点を考察し、
フィリピンのPIMの不成功の要因を探ることを目的とする。初めにWUA
の組織を評価するための指標として、OstromとFreemanの共有資源管理
組織の理論を紹介する。次にフィリピンの潅漑実施棟関である国家港漑庁
（NationalIrrigatlOnAdminlStratlOn：以下NIA）でPIMが導入された経緯、
過程を振り返る。さらにMAがPIM導入時に目指した理想的なIAの当初
の組織状況を考察する。最後に現在MAが抱えるPIMの問題点とその要因
について事例に基づきながら考察を行う。
2．共有資源管理の理論
本稿では、溢漑用水とその用水を受益者に提供する潅漑システムが共有資
源の一種である、という見方を前提として、港漑システムの運営状況を評価
するためにOstrom（1990）が提唱する永続的な共有資源管理組織（Long－
enduringCommon－PooIResources：CPR）の設計原理とFreeman（1989，
1992）の潅漑用水割当て制度（DistributionalShareSystem）の理論を適用
することとする。これらの理論は世界各地における成功している永続的な
CPR組織と失敗したCPR組織の事例研究の結果から導き出されたものであ
る。成功しているCPRの事例はアメリカ中西部を含む世界各地から報告さ
一班－
れている。
Ostrom（1990）の説くCPRの設計原理はフィリピンのサンへラ港漑シス
テムやスイス・アルプスの放牧システム、アメリカ・カリフォルニア州の地
下水管理システムなど多様なCPR組織の事例の比較検討に基づくものであ
る。Ostromによれば、世界各地で住民によって数世代もの長期にわたって、
自治的に管理されている、持続可能なCPR組織は、その置かれた環境とそ
れが管理する共有資源は多様である一方で、表1に示す8つの設計原理
（DesignPrinciples）を共通に備えているという。これらの設計原理はCPR
組織の永続の基本的な条件であり、世代を超えて受益者構成員が組織が定め
た規則を遵守していくことが可能となるという。逆にこれらの設計原理を備
えていないCPR組織においては、組織の規則を破り、受益者構成員の義務
を怠ったまま、不当に資源を獲得する「ただ乗り者（Free－rider：以下フ
リーライダー）を排除することができず、CPR粗放の衰退、機能停止を招く
のだという。その結果、共有で管理していた資源そのものの枯渇、劣化を招
くのだという［Ostrom，1990］。
一方、Freeman（1989、1992）によれば、水利用者組織（WUA）が効果
的で公平な水管理を行い、潅漑システムが成功するためには表2に示す6つ
の不可欠な条件（EssentialcharacteristlCS）があるという。このうち後の2
つの条件は、最初の4つの条件が満たされた結果、初めてWUAに備わるも
のであるという。すなわち、①リーダーがコスモポリタンでなく、地元住民
から選出されている、②リーダーと職員が中央政府でなく地元のメンバーに
責任を負う、③用水の配分が受益者の果たす義務に応じて与えられる＝割当
て制度（ShareSystem）、④用水配分において上流下流の格差が是正されて
いる＝割当て制度（ShareSystem）という条件がそろった結果、⑤メンバー
が水資源を制御する度合いが高くなり、また、⑥メンバーが地元の親機を支
持する傾向が高くなる（メンバーがWUAの規則に従い、自分の義務を果た
す）という［Freeman．Personalconversat10nbyemall．2009］。
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表1　0stromによる永続的なCPR組織の設計庚理
1，Clearlyde丘nedboundanes （組織 の明確 な範囲 ）
hdlvidualsorhouseholdswhohaverigh tstowi thdraw resourceunltSkom theCPR
mustbeclearlyde丘ned．asmus tthel》undariesofheCPRitselL．
CPR の範囲 が明確 であ り、共 有資源 に ア クセ スで きる メ ンバー シ ップが明確 に定 まっ
て いる。
2．CongruencebetweenappropriatlOnandprovisionrLAesandlocal condltlOnS（便益 と負担
の連動 ）
ApproprlatlOn rulesrestrlCtng time．place．technolo訂 ．and／orquantltyOfresource
urutSarerelatedtoIocalcondltions2Lnd toprovisl0nrulesrequu：ing labor．material，
and／ormoney．
受益 者の得 る便益 は受益 者 の負 担 に応 じて定め られ、 またそ れ らの規則 は現地 の状 況 に
適 合 した ものであ る。
3．CouectlVe－ehoICearrangementS （運 営規則 修正へ の参加）
MostlndlvidualsafEected by the operationalru lescan participateln mOdifYing the
OperatlOnal rules．
運 営規則 が適 用 される個人 の大半が 運営規則 の修正 に参加 で きる。
4．Monitormg （監視）
MonltOrS，Who　actively　 audlt　CPR　 condlt10nS　and　approprlatOr　 behavior， are
accomltabletotheappropriatorsoraretheappropriators．
CPR の状況 と受益 者 の行 動 を監 視 して いる監視 者は受 益者 自身 であ るか、受益 者 に説
明責任 を負 う。
5．GraduatedsanctlOnS （段 階 的な制裁）
ApproprlatOrS Who violate operatlOnalruteS are likely to be assessed graduated
sanctions （depending on　the　seriousness　an d　contextof the　o飴 nse） by　other
appropriators．byofEICialsaccountabietotheseapproprlatOrS，Orbyboth．
運営 規則 を破 った受 益者 が段 階的 な制裁 に よって受 益者 また は受益 者 を代 表 する役 職
者 によって処罰 され る。
6．Con瓜icトresolutl0nmeChanlSmS （紛 争解決 能力）
Appropriatorsandtheiro伍cialshaverapidaccesstolow－COStlocalarenastoresoIve
connlCtSamOngapprOpriatorsorbetweenappropriatorsan do伍cialS．
受益 者間、あ るいは受益者 と役職者 間の紛争が コス トのかか らない地元 の領 域 で速 や か
に解 決で きる。
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7．Mhimal recognitionofrightstoorganize （組織 化の権利 の保証 ）
TherlghtsofapproprlatOrStO devISethelrOWnlnStltutIOnSarenOtChalenged by
externaLgovernmentalauthoritleS．
受 益者が 自 らの組織 を作 る権 利が外 部の政府機 関 から異議 を唱 え られ ない。
8． （よ り大 きな システ ムの 一都で ある共有資 源管理組織 の場合 ）NestedenterprlSeS （多層
化 組織体制 ）
Appropfiation．provIS10rl．mOnltOrlng．enbrcement．conLlictresolution．andgovernanCe
actlVltleSareOrganlZedinmultiplelayersofnestedenterprises．
資 源の割当 て、負担 、監視、強制 、紛争解 決、運営活動 は多層 化 され た組織体 制 によっ
て実施 され る。
出所：Ostroml鰍）ニKL
表2　Freemanによる効果的な濯漑システムの水利用者組織（WUA）の持
つべき条件
1． リーダーが コスモ ポ リタンで な く、地元 住民か ら選出 されてい る。
2． リーダー と職 月が中央 政府で な く地元の メ ンバ ーに責任 を負 う。
3．用水 の配分が 受益者の 果たす義務 に応 じて与え られる。 ＝割 当て制度 （ShareSystem）
4．用水配 分にお いて上流 下流の格差 が是正 されて いる。 ＝割 当て制度 （ShareSystem）
5． メンバ ーが水資 源 を制御 する度合 いが高 い。
6． メンバ ーが地元 の組織 を支持す る傾向が 高い。
出所：Freemanl989こ25．
Freeman（1992）によれば、この6つの条件のうち、港漑用水の割当て制
度（WaterShareDistributlOnalSystem）（条件③と④）はWUA成功の中核
である。割当て制度には3つの側面がある。1つ目はWUAの各メンバー
がそれぞれ決められた規則と手段の範囲内で正当にアクセスできる用水の割
当てである。2つ訓は潅漑システムを運営する負担の割当てである。3つ目
は各メンバーの負担の割当てに応じた、発言権の割当てである。割当て制度
そのものは潅漑システムによって様々であるが、Freemanによれば、以下の
3点は成功するWUAにとって共通であるという。まず、潅漑受益者が餌場
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で受け取る用水の量は受益者が支払う潅漑システム運営のコストの負担に応
じて決められている。これは公正性の確保のため不可欠である。次に割当て
制度によって上流と下流で受け取る用水量が異なるという格差が是正されて
いる。これは受益者が各圃場に届く用水量を量ることによって可能となる。
もし単位面積当たり同じ量の用水が配分されるという量水制が導入されれば、
下流部での用水路の不全による用水の損失は、上流部の受益者にとっても下
流部での配水が終わるまで自分たちへの配水の順番が回ってこないことにな
り、上流の受益者にとっても損失となる。このため全港漑受益者が用水路の
維持管理の改善に関心を持つことになる。さらにWUA内部の紛争も割
当て制度によって解決される。受益者の負担の割当ては受益者の発言権の
割当てに反映され、負担の割当ての多い受益者ほど、用水の割当てだけで
なく、発言権も大きくなるという［Freeman．CreatingaSlJppOrtivePollCy
EnvironmentbrIrrigatlOnSystemTurnoverandJointManagement，1992］。
たとえば、仝用水量の15％を割り当てられている受益者は潅漑システムの道
営の費用の15％を負担する。さらにこの受益者はWUA運営に関し15％の
発言権（投票権等）を持つという［Freeman，Personalconversationbyemai1，
2009］。
すなわち、港漑システムを長期にわたって持続的に円滑に運営していくた
めには、潅漑システム内の受益者閥に公平感（SenseofFairness）が保たれ
ていることが肝要である。受益者間に公平感が保たれるためには、各受益者
が負担するコストと受け取る便益が等価であることがメンバーに周知できな
ければいけない。一人ひとりの受け取る用水量と負担（水利費、労働提供な
ど）が一目瞭然であることが必要である。このため、割当て制度の導入には
量水制の導入が不可欠となる。また、渡漑施設を各個人の圃場レベルまで設
計することが必要となる。複数の潅漑受益者が共同で一つの取水口を使用し、
誰がどれだけ水を使用したか曖昧であるような港漑施設では負担感が大きい
受益者の不満を招き、WUAからの離脱を招くことになる。各受益者に対応
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した詳細な施設設計は中央の政府機関や大規模なドナーには人月、予算、建
設期間の上で不可能であり、地元レベルで実施されるべきである［Freeman．
2（拇8］。
このことはWUAのリーダーと職員の属性と責任、すなわちFreemanの
モデル（表2）の構成要素のうち、①リーダーがコスモポリタンでなく、地
元住民から選出されている、と②リーダーと職員が中央政府でなく地元のメ
ンバーに責任を負う、を説明する理由になる。なぜなら、中央政府の実施機
関の職員はいかに港漑の技術知識を習得し、いかに高い意欲を持っていたと
しても、割当て制度を効果的に運営するために必要な、個々の潅漑システム
固有の地元の知識を習得することは不可能だからである。また、潅漑システ
ム内の無数の紛争と問題を解決するために必要な地元の社会関係資本を作り
上げることは到底できないからである。こうした紛争や問題は地元の当事
者自身によって解決されるべきものである。WUA内部の役員会や職員は
地元の農家自身が責任を持って担うべきものである［Freeman．Creatmga
SupportivePolicyEnvironmentforIrrigationSystemTurnOVerandJoint
Management，1992］。すなわち、受益者農家による参加型潅漑管理（PIM）
が不可欠である。
割当て制度がWUAの運営に導入され、潅漑受益者間の公正性が周知さ
れることにより、WUAの規則の逸脱者（フリーライダー）はすぐ判明し、
受益者間の公正性を破る者として制裁の対象となる。このため、メンバーは
逸脱行為を控えるようになり、WUA内部での紛争解決が可能になるという
［Freeman，Loca10rganizatLOnS for SocialDevelopment：Concepts and
CasesofIrrigationOrganlZation，1989］［Freeman，CreatingaSupportive
PolicyEnvironmentforIrrigationSysternTurnoverandJointManagement，
1992］。
用水の割当て制度を用いた潅漑システムの成功事例の事例研究としては
［Freeman，Creating a Supportive Policy Environment forIrrigation
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SystemTurnoverandJointManagement，1992］［MaassAnderson，1978］
lMartinYoder．1988日SiyJr．，CommunityResourceManagement：Lessons
fromtheZarjera，1982］等が挙げられる。
本稿ではフィリピンの渡漑システムの事例をもとにIA強化活動の成果を
評価するためOstromのCPR組織の設計原理とFreemanのWUAの成功
条件を指標として用いる。この中で、Ostromの設計原理2（受益者の得る
便益は受益者の負担に応じて定められ、またそれらの規則は現地の状況に適
合したものである）はFreemanの成功条件3（用水の配分が受益者の果た
す義務に応じて与えられる＝割当て制度）に相当すると考えられるため、
Freemanの成功条件3のみ指標として使用する。
3．フィリピンのPIMの起源
NIAの潅漑管理における参加型アプローチは北部フィリピンの伝統的濯
漑システムであるサンへラ臆漑システムの成功事例の研究から導き出された
ものである。サンへラでは港漑システムの維持のため、各農家が労働力と物
資を施設の建設時に提供することが義務付けられていた［0丘・eCio．2（髄］。
MAの参加型アプローチは伝統的潅漑システムの文化的・経済的伝統に強く
則ったものであった［KortenSiyJr．．1989］。NIAの参加型アプローチの推進
者であったBagadionとKortenlは伝統的な湛漑システムのWUAを資源と
して強化、活用すべきと主張していた。これは伝統的なWUAには人々の協
力の歴史が存在し、かつ「施設修理日」が伝統的に定められている等、効果
的な荘漑システム運営に寄与する制度が既に存在しているからである、とし
ている【BagadionKorten．1980〕。
フィリピンには受益者農民が管理する溢漑システムが5500か所存在してい
る［SiyJr．，1989］。港漑面積は全体で約58万ヘクタール、それぞれの受益面
積は数ヘクタールの小規模のものから大きいものは40（氾ヘクタールにも及ぶ
が、その73％は100ヘクタール以下である。小規模な潅漑システムの運営は
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インフォーマルに運営されている場合が多いが、100ヘクタール以上の液漑
システムでは、組合として登録されている、有給の水管理人が配属されてい
る、水利費徴収制度がある、定期的な維持管理作業が実施されている、等何
らかの公的な運営制度を持つことが多い［BagadlOnKorten．1980］。
フィリピン政府によるこうした土着の小規模潅漑システムへの支援は1Ⅸ）0
年代には既に開始されていた。1955年から1978年に支援の件数が増加し、
1975年から78年にピークに達した。この背景には1974年に出された大統領令
に基づき改正された新MA憲章がある。これはMAに建設費用の回収を命
令するものであった。これにより、NIAは建設費を無償ではなく有償とし、
農家に返済を求めることとなった。このため、農家は10％の持分（Equity）
を労働、資材、水路用地または現金で提供する義務が生じることになった。
1976年まではNIAは無償で蔽漑施設の建設を続行した。しかしNIAの支援
は施設建設のみであって、水利組合への支援は実施されていなかった。この
ため、水利組合は弱体のままであり、受益者農民はオーナーシップに欠け、
潅漑システムの維持管理が不十分となった結果、水が末端まで届かない問題
が発生していた。このため、水利組合の強化が必要であると認識されるよう
になっていった［BagadionKorten，1980］。
NIAでのPIMの導入の直接のきっかけとなったのは、1960年代にNIA
の幹部職貞が行ったアメリカ合衆国と台湾へのスタディツアーであった。こ
こで幹部職員は潅漑システムが政府の監督のもと、農民粗放によって運営さ
れている事実に驚いたのであった。1960年代当時NISは中央政府（NIA）が
管理を行っていた。このため、潅漑サービスの良しあLにかかわらず、また
農民の水利費支払い状況にかかわりなく、NIAの職員は給与を受け取ってい
た。また農民は組織化されていなかったため、潅漑システム運営に関する重
要な決定に参加することができなかった。1974年上記の大統領令の発布を踏
まえて、NIA憲章が改定された。従来はNIAが全ての蔽漑システムの管理
を行ってきたが、今後はMAが頭首工2と幹線水路のみ管理を行い、それ以
－63－
外の施設は水利組合（Irrigators，AssociatlOn：以下IA）に維持管理を委譲
することとなった。これを踏まえ、米国のFordFoundatlOnの支援を得て、
1976年からPIMのパイロットプロジェクトがラウル（Laur）州の300ヘク
タールのCISとヌエバ・エシバ（NuevaEcija）州の800ヘクタールのCISで
開始された。パイロット・プロジェクトの目的は既存のIAの強化に資する
ため、濯漑計画と建設への農家の動員方法を学ぶことであった［BagadlOn
Korten，Developing ViableIrrigators’AssociatlOnS：Lessons from Small
ScaleIrrigationDevelopmentinthePhilippines．1980］。このパイロットプ
ロジェクトでは農家が建設機材、燃料、建設コストを監視することになって
いたが、技術者の側は自分たちの権威を犯す、と反発した。また地元政治家
が自分の部下にIAをコントロールさせようとした。パイロット・プロジェ
クトでNIAの組織開発貞（lnstltutionalDevelopmentOfficer：以下IDO）
はこうした障害と闘いながらPIMを推進していった［BagadlOn，The
EvolutionofthePollCyContext：AnHistoricalOverview，1989］。
パイロット・プロジェクトから得られた教訓は次のようなものであった。
まず、（9IAでは十分な制度強化を行えば、農民が潅漑計画、運営、建設に
携わることは可能である。③農民参加は農民の施設の維持管理への関心を
高め、プロジェクトのコスト管理への関心を高める。このため、建設前に
IAを組織するべきである。（訂農民組合を建設、リハビリの全ての意思決
定と活動にかかわらせるべきである。④CISの独立を維持するが、建設後
の支援も提供すべきである［Bagad10nKorten，DevelopingViableIrrigators，
AssociatlOnS：Lessons from Small ScaleIrrigation Development　in　the
Philippines，1980］。
また、PIMの導入により、IAの必要性はNIAの中でより明確に認識され
るようになっていった。DelosReyesandJopilloはIAの必要性を以下のよ
うに説明している。まず水配分のためにIAが必要である。IAは潅漑シス
テムで洪水や水不足を防ぐよう、水配分を管理する機能を担う。また、水路
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清掃等に必要な労働力を動員する機能がある。さらに潅漑システムの修理の
ために、必要な資金と資材を集める必要がある。これらの韓能を果たすため
にはよく発達した組織が必要であり、システム全体を統括する優れたリー
ダーシップと透明性の高い運営システムが必要である［DelosReyesand
Jopillo，1989］。
パイロット・プロジェクトの成功によりPIMは他のCISの建設にも導入
され、さらに1980年にはN工Sにも導入されることになった。1980年時点で
NIAは財政赤字を抱えており．農民の支払う水利費（ISF）はNIAの支出の
55％しかカバーしていなかった。NISへのPIMの導入はNIAの財政健全
化をもたらすと期待されたのであった。NISのPIMでは小さいNISでは
全システムをIAが管理し、大規模なNISではダムと幹線水路はNIAが
管理し、二次水路以下をIAが管理することが図られた。カマリネス・スル
（CamarinesSur）州のNISであるBuhi－Lalo潅漑プロジェクトでは米国国
際開発庁（UnitedStatesAgencyofInternationalDevelopment：以下USAID）
によるリハビリプロジェクトが実施されることになったため、ここをパイ
ロット・プロジェクトとしてNISにおけるPIMが試験的に開始された。
NIAのパイロット・プロジェクトには研究機関も関心を持った。その一つ、
アテネオ・デ・マニラ大学のフィリピン文化研究所（InstituteofPhilippine
Culture，AteneodeManilaUniversity）では、NIAのために伝統的な潅漑シ
ステムの社会調査を実施してきており、その知見をIA強化プログラムに応
用することに関心を持った［Bagadion，TheEvolutionofthePolicyContext：
AnHistorical0verview，1989］。
パイロッ　トプロジェクトの教訓からIDOの役割が大きいことが判明し
た。またその果たすべき役割も明らかにされていった。パイロット・プロ
ジェクトは200から400ヘクタールの潅漑両横を持っていたが、訓練された
IDOは建設の6から9か月前に配属されるべきであることが明らかになっ
た。IDOの人数は湛漑面積150ヘクタールにつき1人をフルタイムで配属す
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べきである。配属されたmOはCIS予定地に住み込み、メンバーと個別に
話すことが求められる。IDOは受益者農民をIAに組織化するため、まず農
村に住み込んで、農作業、社会活動、教会の祭り等に参加し、家庭訪問を行っ
て、コミュニティに受け入れてもらうことを目指した。その上で、農家を集
め、超漑システムについて話し合わせ、農民をIAに組織化していった。
IDOはフアシリテーダーであり、農民に決定をさせ、農民に役割を果たさせ
るよう働きかけた。また、種々の委員会（Committee）（測量設計、水路通行
権、水利権、規約委員会等）を形成し、多くの農家をリーダー格として動貞
する。また、IAの下部組織としてセクター（Sector）を形成し、混漑システ
ムの維持と水配分活動の責任を担わせる。さらに建設直前には資材調達、経
費と品質管理、無償労働等の委員会を新たに結成する。また、メンバー間お
よびMAとメンバーの間の対話を促進することがIDOの業務として求めら
れた［BagadlOnKorten，DevelopingViableIrrigators，AssociatlOnS：Lessons
fromSmallScaleIrrigatlOnDevelopmentinthePhillppines，1980］。IAは
NIA技術者と施設設計を協議するほか、地図作成、水路計画立案、地主との
水路権の交渉、水利権申請、証券取引委員会（SecuritiesandExchange
Commission：以下SEC）への登録等必要な手続きをIDOの支援を受けなが
ら実施していった［Bagadion．TheEvolutlOnOfthePolicyContext：An
HistoricalOverview，1989］。
MSでのパイロッ　トプロジェクトでは3つのIAが組織化され、全体で
1000ヘクタールが濯漑された。IAの下には用水路の取水口ごとに小グルー
プ（TurnoutGroup）が組織化された。取水口グループの面額は25から50ヘ
クタールであり、施設建設時に賠成された。NIAは頭首工と1．5キロメート
ルの幹線水路を管理するほか、3∵つのIAの調整を行うことになった。MA
とIAは徴収した水利費を分配することとした。また、NIAはIAのために
施設維持管理研修と財務管理研修を実施した［Bagadion，TheEvolutlOnOf
thePollCyContext：AnHistoricalOverview，1989］。
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パイロット・プロジェクトでの経験をもとにNIAは1986年までに全国
35，000ヘクタール37か所のNISにPIMを導入した。そのうち9つのNISで
はIAに溢漑システムの全面移管を行い、IAは建設費をNIAに償還するこ
ととなった。残りのNISでは共同管理（JointManagement）が行われ、NIA
が頭首工と幹線水路の管理、IAが残りの水路の管理と水利費徴収を行うこ
ととされた。しかし、NISではIAへの管理移管を行う際、解雇されるNIA
職員の退職金を割り増しする必要があるため、NISでのPIMが遅れる原
因となった［Bagadion，TheEvolutionofthePolicyContext：AnHistorical
0vervleW，1989］。
こうした、CISおよびNISにおけるPIMの導入、推進はNIAの歴代長官
の強力な後押しによってトップダウンで進められた。バガデイオンとコーチ
ンは歴代長官である、フニオ長官、エストアル長官、レ・テク長官、アルダ
イ長官、デル・ロサリオ長官がPIMに必要な、様々な事業の開始、進行、
事業のNIA内部での制度化を積極的に支援したことがNIAにおけるPIM
の発展をもたらしたと指摘している［バガデイオン、ベンジャミン・コーテ
ン、フランセス，1998］。PIMに対する長官の支持はmAの組織をあげての
PIMの推進に大きく貢献したといえる。
一方、MAのPIMはフィリピン以外の国々からも関心を集め、視察者が
訪れた。各国ではフィリピンと同様に政府予算が削減され、農民の潅漑開発
や運営の役割が増していた。このため、これらの国々でも強力なWUAが必
要とされたのである。NIAのPIMは適切に設計された政府のプログラムで
あり、強力なWUAの開発を促進するモデルとみなされた。1988年までに
NIAのPIMのアプロpチはスリランカ、インドネシア、タイ、ネパール、
インドに普及された［KortenSiyJr．，1989］。
以上みてきたように、フィリピンのNIAは当初CISにおけるパイロット
・プロジェクトで、IDOが農民をIAに組織化し、農民を計画段階から、建
設、運営に関与させるプロセスを試行錯誤しながら、PIMの手法を確立して
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いった。さらにPIMはCISからNISにも拡大され、1980年代後半にはNIA
の標準的な潅漑開発手法となっていったのである。
4．NIAのPIMの評価
以下では、NIAのPIMが目指した理想的なIAの組織状況をFreemanと
Ostromの指標に基づいて評価していく。評価の対象となるIAの事例とし
てはNIAのPIMの3つ目のパイロット・プロジェクトとして1979年に実施
されたカマリネススル（CamarinesSur）州の108ヘクタールのCISであるタ
イサン潅漑リハビリプロジェクト（TaisanProject）の事例［工110，1989］及び
DelosReyesandJopilloが行った潅漑システムのIAの比較調査の事例等を
用いる。DelosReyesandJopilloが行った比較調査はルソン、ピサヤ、ミン
ダナオ地域において1981年から1983年に建設されたCISのIAの中から
PIMを導入した24のIAとP工Mを導入していない22のIAを取り上げ、参加
型と非参加型のIAの運営状況の比較を行ったものである［DelosReyes
Jopillo，1989］。これらの事例研究はFreemanとOstromの評価指標を意識
してなされたものではないため、以下の指標にそってIAを評価する上では
情報の偏りがあり、十分な情報がない場合があることを予め断っておきたい。
（1）リーダーの属性及びリーダーと職員の責任
PIMのパイロットプロジェクトではIDOはIAの1）－ダーを育成するた
めに以下のような活動を行っている。まず、IAの役員（BoardofDirectors：
以下BOD）会合の前にIA長と会合のあり方について打ち合わせをしている。
BOD会合の当日はIDOは後方に控えている。また、IAのT）－ダーを増や
すため、IAの中に多くの委員会（Committees）を作り、多くのメンバーを
活動に巻き込むようにしている。さらにフィリピンの従来の政府組織では
リーダーが少数の者に限られていることが問題であった。このためIAでは、
多くのメンバーを巻き込むためにIAの下にセクターレベルのグループを作
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り、分権化を図った［Illo．1989］。フィリピンでは伝統的に掛済力を持つ地元
のエリートがリーダーになるという傾向がある。農相組織では農民はリー
ダーを組織の仕事を遂行する能力ではなく、縫済力と政治的な影響力で選ぶ
という。こうした伝耗的なリーダーシップを防ぐため、IDOは幅広くメン
バーにリーダーの役割を担わせることで、人々が能力によってリーダーを選
ぶようになることを期待したのである［DelosReyesandJopillo．1989］。
この結果、PIMを導入した、参加型のIAでは、PIMを導入していない、
非参加型のIAに比べ、リーダーの敦が相対的に多いことが報告されている。
これはIAの組織において、セクターレベルでの下部組織を作り、セクター
レベルにも役職者を選出したためである。PIMの評価を行ったDelos
ReyesandJopilloの調査によれば参加型のIAでは9人に1人のリ－ダーが
いるのに対し、非参加型では14人に1人となっていた。また、非参加型の
IAでは小作農がBODになっている割合は35％であったのに対し、参加型
のIAでは47％であった。また2．1ヘクタール以上の自作農がBODになって
いる割合は非参加型のIAで19％であったのに対し、参加型のIAでは7％
にすぎなかった。このことからより参加型IAでは経済力や土地所有面積に
かかわりなく能力によってリーダーが選出されていることが伺える［Delos
ReyesandJopillo，1989］。
こうしたリーダーのあり方はFreemanのWUA成功の条件のうち（》リー
ダーがコスモポリタンでなく、地元住民から選出されている、（塾リーダーと
職員が中央政府でなく地元のメンバーに責任を負う、を満たしているといえ
る。小農・小作農がリーダーを務めているIAでは地元の有力者が自分の経
済力と政治力を用いて、IA組織を私物化し、IA組織を政治利用する（例：
選挙の時に政党の支持基盤化する）危険性は低いといえよう。しかし、一方
で、小農や小作農のリーダーは経済力と政治力がないため、他のメンバーを
IA活動に十分動員することができず、メンバーの逸脱行為を制御できない
懸念があるだろう。また、IA内で調達できない外部資源や資金を外部の政
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府機関（MAや地方政府等）からIAに導入する交渉能力（政治力）の不足
も懸念される。フィリピンの伝統的リーダーはパトロン・クライアント関係
を駆使し、私的な人間関係を通じてメンバーを説得、交渉を行う傾向が強い
ため、私的なネットワークが弱い小農・小作農のリーダーではIAの運営能
力が不足することが考えられよう［角田宇子，フィリピンの水と社会－フィ
リピンボホール州小規模湛漑プロジェクトと地元の制度，2（氾0年］。
また、参加型のIAにおけるリーダーの圃場の位置（上流、中流、下流）
を見てみると、DelosReyesandJopilloの調査によれば、リハビリによって
潅漑面積が拡大した潅漑システムにおいて、参加型のIAではIDOが新規
潅漑地域の農民をIAに棟極的に加入させた。非参加型のIAではBODの
14％が新規潅漑地の受益者であるのに対し、参加型のIAでは28％と増えて
いる。これは新規潅漑地の農家は用水が圃場に届くように、水管理をより注
意深く行うことが期待されるため、彼らにIA内で水管理について発言させ、
水管理を改善するためであるという。彼らがBOD会合での意思決定で発言
権を増したことで、参加型のIAでは乾季に水配分の改善が見られたという。
また、IAの役員の圃場の位置を比べると、非参加型のIAでは上流部出身
者が31％であるのに対し、参加型のIAでは23％となっていた。また2か所
以上の耕地を持つ役貞は非参加型のIAでは27％であるのに対し、参加型の
IAでは35％となっていた。潅漑システムの維持管理を向上するためには、
用水へのアクセスが良い上流部の役員の比率は少なくし、中流部・下流部か
らより多くの役員を出すべきであるが、参加型のIAではより良い港漑シス
テム運営に資するリーダーシップの構成になっているという［DelosReyes
andJop］10，1989］。
確かに新規液敵地や下流部の農民は水管理への関心は上流部の農民より高
いため、彼らのBOD内に占める人数の割合が増えれば、発言力は相対的に
増すと考えられる。しかし、IAに割当て制度が導入されていなければ、彼
らがIAの中で上流部の農家と対等の発言力を持てる可能性は高くないであ
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ろう。すなわち、Freemmの述べるとおり、割当て制度の導入により量水
制が導入されていれば、下流部での用水路の不全による用水の損失は、上流
部の受益者にとっても下流部での配水が終わるまで自分たちへの配水の順番
が回ってこないことになり、上流部の受益者にとっても損失となる。このた
め、全港漑受益者が上流下流の格差を是正するため、用水路の維持管理の改
善に関心を持つことになる。しかし、PIMでは量水制ではなく面積割の水
利費を採用していたため、上流部の受益者には下流部へ公平に配水するイン
センティブは働かない。下流部の農民が上流部の農民に対し交渉力を持って
いない場合、かえってIA内の紛争を招く恐れがあろう。
（2）割当て制度（水配分と負担の相関、上流下流の格差の是正）
Freemanは成功している潅漑システムのWUAでは割当て制度が導入さ
れていることが必須であるという（表2条件（諺、④）。NIAが開発したPIM
ではどのようになっているだろうか。
まず水配分と負担の相関をみると、PIMに基づくIAでは水利費を量水制
ではなく、面積割で徴収していた。これは、PIMがそのモデルとした、伝統
的荘漑システムであるサンへラ（Zaq搾ra）港漑システムの水利費制度と異な
る制度である。
そこで、まずサンへラの水利費制度を見てみると、サンへラでは
Freemanの説く割当て制度が導入されている。すなわち、サンへラでは各
メンバーはAtarとよばれる割当て（Share）を持っており、そのAtarの数
により、取得する用水量、土地面積、労働と物資の負担が定められている。
このAtarは相続されるほか、売却、貸与、小作によって所有者を移転する
ことができる。土地を再分配するときはAtarも分割する。サンへラの制度
の特徴は各メンバーの便益と負担の割当てが連動しており、Atarが多いメ
ンバーは便益も負担も多くなっていることである。この平等な便益と負担の
割当て制度が、紛争を解決し、地元の労働力と資材の動員を可能にし、その
－71－
結果数世代にわたって湛漑システムを存続させる要因となっているという
［SiyJr．］。サンへラでは各メンバーの負担の量が公平に分担されている、と
メンバー間で認識されていることが潅漑システム運営の成功のカギとなって
いるという。すなわち、負担（労働と物資の提供）が各メンバーに明確、か
つ公平に割り当てられていることで、各メンバーが他のメンバーも確かに負
担を果たしていると信頼できるために、水利組織の内部での紛争を防いでい
る。この信頼感は、フィリピンの文化において重視されている、コンセンサ
スによる意思決定を可能にしているという［SiyJr．，1989］。SiyJr．は「この
メンバーへの負担の割当ては各メンバーの耕作面積に応じている」「1ヘク
タールの耕地を持つメンバーは一日労働し、2ヘクタールの耕地を持つメン
バーは2日労働する」［SiyJr．．1989］、としており、負担が面積割であるかの
ように述べているが、サンへラでは上流から末端まで公平な水配分がなされ
ているために、面種が同じメンバーは実は同じ量の用水を取得していること
に留意しなければいけない。すなわち、サンへラでは［Ostrom，1990］も述
べているように、メンバーへの負担の割当ては用水量に連動しており、用水
の配分が受益者の果たす義掛こ応じて与えられるという割当て制度が採用さ
れているとみるべきである。
一方、サンへラをモデルにしたにもかかわらず、MAのPIMでは割当て
制度を採用せず、水利費を面積割にしている。これはもともとPIM導入以
前からNIAでは国営瀧漑システムで水利費を面積割で徴収していたことと、
PIMのモデル作りにかかわったSiyJr．が上記のとおりサンへラの水利費制
度を面積割と解釈していたことと関係するのではないかと推測される。すな
わち、1912年フィリピンでは渡漑法（IrrigationLaw）が制定され、公共事
業局（BureauofPublicWorks）の中の渡漑部（IrrigatlOnDivislOn）が潅漑
システムを建設し、水利用者から年間ヘクタール当たり12ペソ（モミ米別0キ
ロに相当）を建設、運営、維持管理の費用として徴収することを承認してい
る。さらに1967年にはMAは財政赤字により水利費の値上げを敢行し、ヘ
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クタール当たり12ペソから雨季に25ペソ、乾期に35ペソと改定した。しかし
この値上げによってもNIAの赤字は解消せず、水利費の徴収率は逆に59％
から27％へ低下してしまったという［Bagadion．TheEvolutionofthePolicy
Context：AnHistoricalOverview，1989］。
こうした前例を受け、PIMでも面積割の水利費が導入されたと推測され
る。1979年MAのPIMの3つ目のパイロット・プロジェクトとして選ばれ
たタイサン潅漑リハビリプロジェクト（TaisanPro］eCt）では、PIM導入以
前にダムの所有者が受益農民に水利費として毎耕作李にヘクタール当たり
250キロ（5カバン、1カバン＝50キロ）のモミ米と水路清掃のための無償
労働の提供という、国営港漑システムの約2倍に相当する「法外な」水利費
を要求していた。ここでも、もともと面積割の水利費が徴収されていた。
PIMの導入により、1983年から濯漑が全面的に開始されると、新しく組織化
されたIAは水利費として雨季にヘクタール当たり150キロ（3カバン）のモ
ミ米、乾期に100キロ（2カバン）のモミ米を徴収することを決めた。この
ほか、メンバーの年会費としてヘクタール当たり50ペソを徴収することとし
た。この規定による水利費徴収率は1983年一朗年が72％、弘一85年が81％で
ある。この数値は他の国営潅漑システムよりははるかに高い徴収率であるが、
100％ではない［uo．1989］。
また、IAではメンバーの他の負担として、無償の水路の維持管理作業が
ある。熱帯湿潤気候のフィリピンでは潅漑施設の定期的な維持管理作業が不
可欠である。用水路には特に雨季に草が繁茂し、用水の流れを妨げる。また
激しいモンスーンの雨により水路の流出が起こりやすい。洪水を防ぐため、
また下流部へ用水を送水するためにはすぐ修理する必要がある。Delos
ReyesandJopilloの調査で用水路と施設の維持管理のため、無償の共同労働
への参加状況を比較したところ、参加型のIAではヘクタール当たり12．2人
時であり、非参加型のIAでは13．0人時と、大差ない。これは参加型IAでは
2．7人、非参加型では1．8人と、参加型のIAではより多くの専属のスタッフ
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を雇用しているため、メンバー全体による無償の共同労働の必要性が低いた
めとしている［DelosReyesandJopillo．1989］。
一方、上記タイサン潅漑リハビリプロジェクトでは、各メンバーの負担と
して、毎耕作季前にIAが全メンバーに幹線水路の清掃と修理を要請し、各
セクターのリーダーがメンバーに連絡することになっていた。しかし、通常
参加するのはメンバー全体の30－40％と低かった［Illo，19891。すなわち、
PIMによるIAにおいても負担を果たさないフリーライダーの受益者が多く
存在していることがうかがえる。
また、受益者の負担として、NIAのPIMではIAに建設費の持分（Equity）
の提供を求めている。これは伝統的水利組織において、潅漑施設の建設時に
メンバーの労働力を動員する慣習を導入したものである　tSiyJr，，1989］。IA
は建設費用の10％を持分として土地、労働力、資材、または現金によって建
設前に支払うことになっており、残りは長期のローンでMAに返済する。
あるいは建設時に費用の30％を支払うことで返済を完了することができるが、
実際には建設費が小さい少数のCISにしか例がない［DelosReyesand
Jopillo，1989］。従来のNIA憲章ではNIAは建設費用を25年で回収すること
が求められていたが、1974年の新MA憲章では建設費は50年間無利子で返
済することとされた。NIAは潅漑システムの安定的な運営のためには、農
家が自分たちの潅漑システムにオーナーシップ（Ownership）の意識を持つ
ことが必要である、と考えた。（“TheNIAneededtoinsurethatfarmers
feltasenseofownershipoftheirsystem．”magadion．TheEvolutlOnOfthe
PohcyContext：AnHistorical0verview，1989］）伝統的潅漑組織の研究から
建設時に農民が資材と労働力を提供することは潅漑システムの維持管理に農
民が責任を持つための重要な要素であると捉えられたため、MAはPIMに
おいて建設時に費用の10％を労働力、現金、または資材の形で提供するこ
とを農家に求めたのである［Bagadion，TheEvolutlOnOfthePohcyContext：
AnHistoricalOverview，1989］。PIMの建設費用副文方針は、農家を建設に
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関する意思決定に関わらせ、また速漑実施機関が必要以上の高度な施設を導
入しないよう、農家が草の根レベルでチェックすることを可能とし、また
10％の持分提供の義務があることでIAにメンバーに労働力と資材の提供を
するよう働きかけることを促す効果がある。さらに、IAが初期投資を行う
ことはIAのメンバー間に連帯感を酸成し、潅漑施設の運営と維持管理への
関与を作り出す効果がある、とされた。（“Thatinitlalinvestmentfromthe
associations　‥．Created a sense of unity among the members and a
commitmenttomanagingandmaintainlngthefacilltleS．’）［KortenSiyJr．
1989］．
こうしたPIMの考え方は上記のとおり「伝統的蕗漑組織の研究」から導
き出された、としている［Bagadion，TheEvolutlOnOfthePolicyContext：An
HistoriCal0verview，1989］。しかし、上述のようにサンへラにおける農家の
負担（労働力と資材）の提供は各農家が持つAtarの量に応じているのであ
る。PIMにおいてはこの点が抜け落ちており、単に農家が負担を提供するこ
とが農家のオーナーシップを高め、運営と維持管理への関与を高める、とし
か捉えられておらず、各農家がそれぞれどれだけ負担すべきなのか、各自が
受け取る便益との連動性が考慮されていない。サンへラを安定的に運営させ
ている割当て制度（この場合はAtar制度）の重要性が見落とされ、農民の
連帯感、責任感という精神論が重要である、という説明にすり替えられてし
まっている、といえる。
また、上流下流の格差の是正、すなわち受益者が受け取る便益である、用
水の配分の公平性についてみてみると、まずPIMのモデルとなった伝統的
濯漑システムであるサンへラの場合、メンバーの公正性と公平性へのこだわ
りを反映して、サンへラの水利組合長はサンへラの末端部に役職の報酬とし
て耕地を一つ与えられている。水利組合長は自分の水田に配水するために末
端までの公平な水配分に熱心に取り組むようになる［SiyJr．，Communlty
ResourceManagement：LessonsfromtheZanJera，1982］。さらに水不足時に
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はローテーション潅漑を導入している。また、雨期には全域潅漑が可能であ
るが、さらに水が不足する乾季には一部のゾーンのみ潅漑を行う。潅漑でき
るゾーンは毎年交替するという【SiyJr．．1989］。
上述のPIMのパイロットプロジェクトであるタイサン潅漑プロジェクト
の事例では、水不足がないときは常時潅漑をおこなうが、水不足時には遵漑
システム内のセクター間でローテーション混漑を実施している。水管理人
（Water－tender）が各セクターへの送水スケジュールを調整している。ある
セクタ一の渡漑予定日にはセクターの水管理人が開場に来て用水が確実に各
農家の圃場に届いていることを監視するという。さらに深刻な水不足のとき
にはIAは上流部のセクターへの送水を夜間とし、早朝から夕方までは下流
部のセクターにのみ送水する。農家はこの規則を遵守し、配水に関する紛争
は生じていないという［nlo，1989］。すなわち、渇水時に下流部への送水を
優先することで上流下流の格差是正を図った公平な水配分を行っているとい
える。
DelosReyesandJopilloの調査によれば、参加型の潅漑システムと非参加
型の混漑システムでは、NIAのリハビリ工事の後、雨季の潅漑面椿は参加塑、
非参加型ともそれぞれ18％と17％の増加となっており、両方のタイプでの差
はあまりないが、乾期の潅漑面積では非参加型では18％の増加となっている
のに対し、参加型では35％の増加と、大きな差がある。これは参加型ではよ
り良い水管理が実施されるようになっているため、すなわち上記のように参
加型ではIA活動により、ローテーション潅漑の導入と水管理を専任で行う
職員（水管理人）の配属がより多く実施されていることが影響していると考
えられている。さらに水配分の改善により、両方のタイプでは単収にも差が
生じている。参加型では雨季、乾季とも単収がヘクタール当たり3トンを超
えているが、非参加型では2．5トンを少し超える程度である。この理由は
1984年－85年に参加型ではより多くの肥料、農薬を使用していることがあげ
られる。そしてその背景として、参加型の農家の間で雨季、乾季とも確実に
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用水を公平に受け取れるという確信が高まったためではないかとしている
［DelosReyesandJopillo，1989］。
De10SReyesandJopi110はIAの主要な活動はできるだけ多くの農民に、
必要な時に作物へ水を届けることである、としている。フィリピンでは雨季
は天水耕作が主であるが、水不足が発生するため、潅漑は重要である。また
乾季の稲作にとって荘漑はより重要であるが、乾季には水源の水量が減少す
るため、注意深い水管理が要求される。渇水期に公平な水配分を行うため、
農民と政府機関双方によって採用されている方法は連続荘漑からローテー
ション潅漑に変更することであるという。ローテーション潅漑は配水時間の
配分について農民間の合意が必要であり、また水配分を注意深く監視する必
要があるため、より多くの運営上の努力を必要とする。この点で、参加型の
IAでは乾季により多くローテーション藩政を導入しており、また、1人以上
の水管理人（水配分の監督者）が配置されている。すなわち、雨季のロー
テーション潅漑の実施は非参加型で18％だったが、参加型では25％、乾季の
ローテーション潅漑は非参加型で36％であるのに対し、参加型では58％と多
い。また水管理人の配置は非参加型で41％であるのに対し、参加型では67％
と高くなっている。これは上記のように、参加型のIAでは下流部出身の
リーダーが相対的に多く、その分公平な水配分を求める下流部の発言力がよ
り大きいことも影響していると考えられる。このように参加型ではより注意
深い湿漑運営がなされており、このためより多くの耕地をより安定的に濃漑
することが可能となり、上述のように参加型のIAで乾季の耕作面積がより
拡大し、より高い米の単収をあげることになったとしている［DelosReyes
andJopillo，1989］。
以上のように、PIMの導入によって、IA内での公平性の達成が意識され
たため、下流部のメンバーの発言力が増し、ローテーション濃漑の実施と水
管理人の配置により、上流下流の格差は以前より是正されたといえる。しか
し、PIMのIAでは割当て制度が採用されていないため、メンバーの負担と
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用水の割当ては制度的には連動しておらず、従来からの面積割りの水利費設
定が踏襲されてしまっている。このため、渇水時には下流部のメンバーが水
を十分取得できず、不満が存在していることが考えられる。このことが上記
のとおり、PIMのパイロットプロジェクトにおける水利費徴収率が高い水
準ではあるが、100％ではない理由である可能性がある。また、無償の維持管
理共同労働への参加者が少ない理由である可能性がある。すなわち、用水を
取得できないため水利費を支払わない・無償労働に参加しないか、あるいは
水利費を支払わない・無償労働に参加しなくても用水が取得できるため、支
払いを拒む・無償労働に参加しないメンバーが存在しているといえる。公平
性の達成のためには、精神論だけでなく、荘漑システムを運用する制度の改
善、すなわち、負担の割当てと用水の割当てと発言力の割当てを連動させた
割当て制度の導入が必要だったと考えられるが、PIMでは精神論だけが重視
されてしまったといえるだろう。
（3）水資源管理の能力
PIMによって、IAはより水資源管理の能力を高めることができたのであ
ろうか。この点に関しては、水利権がIAに付与されることになったことを
指摘できる。すなわち、［Bagadion，TheEvolutionofthePolicyContext：An
HistoricalOverview．1989］によれば、1912年の潅漑法では水利用権は土地に
付随するものであった。しかし、1974年NIA憲章と同じ年に、MAの職貞
も起草に関わった新しい水法（WaterCodeofthePhiuppines）の制定により、
水利用権は土地ではなく、水利用者に付随することとなった。このため、IA
は水利権の法的所有者になることができるようになった。これにより、IA
は自分たちにとって最も公正で、生産的な方法で用水を配分することが法的
にできるようになった。また、この新しい法律は個人がIAから用水の分配
を受ける場合には、個人には水利用権が与えられないことを保証した。ま
た、地下水については水利権は国家に所属し、土地所有者にはないとされ
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た。このことは地下水の利用権をIAに与えることを促進することになった
lBagadlOn．TheEvolutlOnOfthePolicyContext：AnHistoricalOverview．
1989］。
水源から末端潅漑用水路まで潅漑システム全体を一括してIAが管理する
共同潅漑システム（CIS）の場合はPIMにより、IAの水資源管理能力は制
度上は大いに高まったと考えられよう。
しかし、国営潅漑システム（NIS）においては、もっとも潅漑管理移管
（IMT）が進んだケースであるTypeⅡI（JSM）（後述）においても、依然
として水源のダム・頭首工と幹線水路はNIAの管轄であり、IAが管轄する
のは支線水路以下の潅漑施設である。このため、例えば渇水時に用水の配分
を増やすためにはIAはNIAに要請、交渉しなければならず、必ずしも必
要な用水量が確保されるとは限らない。よってMSではIAが自立的に必要
な時に必要なだけの用水を獲得するという水資源管理能力はPIM導入後も
制約があると言えるだろう。
（4）メンバーの組織の支持の度合い
PIMによって作られたIAの組織に対するメンバーの支持はどうだったで
あろうか。それを見る指標の一つは潅漑システムの建設後のIAへの移管
（Turnover）の進捗状況であると考えられる。IAによる濯漑システム管理
を受益者農民が受け入れ、MAに建設費を償還することを承認していれば、
NIAからIAへの施設の移管が順調に進むはずである。参加型IAにおいて
はMAは建設段階で建設費用を定期的にIAと合意する手法を採用し、建設
終了後の移管手続き時でのもめ事を防ぐことになった。DelosReyesand
Jopilloの調査によれば、非参加型IAでは公式にNIAからIAへの移管がな
されたのは91％であったのに対し、参加型IAでは100％であった。また、参
加型IAでは90％のIAで移管手続きはNIAの地域事務所、州事務所職員
とIAのメンバーの大半が出席する式典として行われた。これは祭りとして
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行われ、食事と飲み物が提供され、MAとIA双方が建設終了を祝福しあっ
た。非参加型IAでもこのような移管の式典が実施される例もあったが、非
参加型の35％では移管式はIAのIA長と役員が出席し、移管書類に署名
するだけの手続きにすぎず、一般メンバーの参加はなかった［DelosReyes
andJopillo．1989］。こうしてみると、PIMの導入により、メンバーのIAに
対する支持は高くなっていると考えられる。
しかし　一方で、実際にIAに潅漑システムの運営が移管された後のメン
バーの支持の度合いを見てみると、上記PIMのパイロット・プロジェクト
であるタイサン潅漑リハビリプロジェクトでは、水利費の徴収率が72～81％
であり、無償の共同労働への参加が30～40％と低い［1110．1989〕状況をみる
と、メンバーの中にIAを支持しない、IAの規則に非協力的な者がいること
がうかがえる。
このことからPIMの導入によって、それ以前のIAに比べるとメンバー
の支持は高まっているものの、依然として十分ではないと言えるのではない
だろうか。
以上、FreemanのWUAの6条件によるPIMに基づくIAの組織状況を
見てきた。次にOstromの設計原理の指標を用いてIAの組織状況を分析す
る。
（5）CPR組織の明確な範囲
Ostromは成功しているCPR組織の設計原理の一つとして「CPRの範囲
が明確であり、共有資源にアクセスできるメンバーシップが明確に定まって
いる」ことを挙げている。DelosReyesandJopilloの調査によれば、非参加
型のIAではIAのメンバーリストを持っているIAは68％であったのに対
し、PIMによって組織化された参加型のIAでは、92％のIAがIAメン
バーのリストを持っていた［DelosReyesandJopillo．1989］。これにより、
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メンバーシップの範囲はPIMの導入によってより明確化されたといえる。
また、PIMではCISでは1潅漑システムに1IAの原則で組織化を行う方
針を取っていた。同じ水源を利用する潅漑システムの受益者は同じIAのメ
ンバーとなるべきであるとしていた。これにより、潅漑システムの中の全て
の場所にいるメンバーのニーズを調整するという俵も重要な課題に対処でき
る。維持管理作業への出席、公平な水配分、水争いの解決等の問題は、上流
と下流のメンバーのニーズが聞かれ、合意に達するよう、一つの組織を持つ
ことによって解決できることである［KortenSiyJr．．1989］。
また、上記のとおり参加型のIAでは新規潅漑地域の農家をIDOが積極
的にIAに加入させている［DelosReyesandJopillo，1989］。ここでも潅漑
システムの受益者とIAメンバーとの一致が図られ、非参加型のIAに比べ、
PIMによるIAではフリーライダーを防ぐ努力がなされているといえる。
しかし、一方で［BagadionKorten．DevelopingViableIrrigators’Associ－
ations：LessonsfromSmal1ScaleIrrigationDe示elopmentinthePhilippines．
1980］は、潅漑面積の拡大は既存のIAメンバーのニーズに抵触し、トラブ
ルを発生させる危険もあると指摘している。このため、介入前に迅速な社会
・技術的事前審査（アセスメント）が必要であるとしている。計画、設計段
階でMAの技術業務が不十分であると農民の怒りを招くことになる。N工A
は港漑面積を正確に見積もる必要性がある。PIMにより、多大な時間とエネ
ルギーを投資した農民は用水を受け取れなかったら怒りを覚える。また、
農家が時間、労働、現金を投入する価値があるためには、農家が支払い可
能な範囲で強固な施設を建設するべきであるとしている［BagadionKorten，
Developing ViableIrrigators’AssociatlOnS：Lessons from Small Scale
IrrigationDevelopmentinthePhilippines．1980］。
（6）運営規則修正への参加
Ostromが挙げている3番目の成功しているCPR組織の設計原理は「運
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営規則が通用される個人の大半が運営規則の修正に参加できる」というもの
である。
lBagadionKorten．DevelopingViableIrrigators，Associations：Lessons
fromSmallScaleIrrigatlOnDevelopmentinthePhilippines．1980］は、IAが
効果を上げるためには、仝メンバーの協力と参加が必要であり、リーダーと
相談するだけでは不十分である、としている。また、IAの成功のためには
有能で尊敬されるリーダーが必要であるだけでなく、メンバーがIAでの決
定事項を熟知しており、IA組織化に積極的に参加しているという意識が必
要である、すなわち、リーダーとメンバーの双方が組織運営能力を持ってい
る必要がある、としている［BagadionKorten．DevelopingViableIrrigators，
Associations：Lessons from Small ScaleIrrigat10n Developmentinthe
Philippines．19801。NIAにおけるPIMの推進者がメンバーの組織運営への
参画を重視していたことがわかり、PIMの理念はOstormの挙げるこの設
計原理と合致していたといえる。
また、DelosReyesandJopilloの調査によれば、非参加型のIAでは役員会
（BOD）を持つIAは82％だったが、PIMによって組織化された参加型IA
では100％となっている。さらにセクターレベルの組織があるIAは非参加
型では59％にすぎないのに対し、参加型では100％となっている。また、
BODがセクターの代表から構成されているIAは非参加型では14％にとど
まっていたが、参加型では50％となっている［DelosReyesandJopillo．1989〕。
このことから、PIMによって、IA内でより広い範囲のメンバーが粗級運営
に参画する組織体制となっており、少なくとも組織形態上はOstrOmの設計
原理をより満たしているといえる。
（7）監視
潅漑システムでは「監視」とは、用水が各受益者に計画通り着実に届いて
いるか、また各受益者が定められた水利費などの負担を確実に提供している
－82－
か、徴収人に支払った水利費がWUAに着実に納められているか、といった
点がWUAの監視者または受益者自身によって監視され、その結果が受益者
に明らかにされていることを意味する。
割当て制度が導入されている潅漑システムでは、この監視機能は十分に果
たされることが期待できる。なぜなら各メンバーの支払う水利費は用水量に
連動しているので、各メンバーは自分が取水している用水量を圃場の取水口
に取り付けられた量水計等によって正しく把握しようとするインセンティブ
が働く。もしも用水が予定通り配分されていなければ、メンバーはすぐ
WUAの職員（水管理人等）にクレームし、予定通りの配水を受けるように
行動する。一方、使用した水の量に応じ水利費が課せられるので、WUAの
側はメンバーが水利費をきちんと納めているか、常にチェックするインセン
ティブが働く。メンバーが滞納していれば、送水を止めることになる。また
もしも徴収人がメンバーが支払った水利費を着服してWUAに納めなけれ
ば、送水が止められてしまうので、不審に思ったメンバーからクレームが
WUAに届き、不正はすぐに発覚する。
これとは逆に割当て制度が導入されていない潅漑システムでは取得した用
水量に関係なく水利費が設定されているため、各メンバーの圃場に用水が届
いているか、チェックしようとするインセンティブはWUAには低い。この
ため圃場ごとの量水計は設置されにくい。量水計がなければ、用水が計画通
り各メンバーに届いているのか、正しく監視することはできない。仮にメン
バーが水不足を主張して水利費の支払いを拒否しても、それを反証すること
もできない。その上、水利費を払わなくても送水を止めることができず、用
水を取得できる状況であれば、メンバーが水利費を支払うインセンティブは
低下する。WUAの側も水利費支払い状況を監視するインセンティブが低く
なる。また、徴収人が不正を働いてもメンバーの送水に変化がないので、（徴
収人自身も取水を続けられるので、）メンバーの側は不正に気付きにくい。こ
のため、WUAの側が不正を監視するインセンティブも低いままである。
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割当て制度を導入しているサンへラ濯漑システムの場合、まず水利費徴収
システムとして1から数名の徴収人を定め、毎年収穫の直後各農家から徴収
している。集められた資金は水管理人への支払い、物品、機材の購入に充て
られ、施設の清掃や修理に使われる。また施設の修理のための共同労働の際
の食事代に充てられる。サンへラでは全ての支出とメンバーの支払い記録を
残しており、単純だが健全な財務管理を行っているという。サンへラではメ
ンバーの支払いは現金、物品、罰金によってなされるが、それらは全て会計
帳簿に記載されている。毎月決算が行われ、赤字であれば、メンバーに追加
の支払いが要求される。メンバーは土地面積に応じて負担を提供する。また、
サンへラでは不正のもとになるため、できるだけ現金の取り扱いを減らして
おり、現金よりも労働の提供を要求している［SiyJr．，1989］。
一方、PIMではIAが諸活動を実施するため財務管理が必要である、とし
ている。IAは資材（修理用のセメントなど）購入や、雇用スタッフへの給
与の支払い、登録料支払い等で資金が必要である。伝統的なCISのIAでは
こうした必要経費はその都度集金されていた。しかし、NIAから支援を受
けるCISのIAの場合はNIAに対し建設費の償還が必要であるため、財務管
理の負担は大きくなっている。このため、IAは定期的にメンバーから水利
費を徴収する必要が生じてくる。よって体系的な財務管理制度が必要になっ
てくる、としている［DelosReyesandJopillo，1989］。
DelosReyesandJopilloの調査によれば、PIM導入により、参加型IAで
は財務管理の研修を実施しており、財務管理業務の実施の度合いが高くなっ
ているという。例えば、水利費支払いに対する領収書の発行は非参加型IA
では槌％であったが、参加型IAの錆％が実施している。また会計帳簿は非
参加型IAでは23％しか持っていないが、参加型IAでは75％が有する。水
利費徴収のためのメンバーリストは非参加型IAでは68％であったが、参加
型IAでは92％のIAが持っている。IA総会での年間決算報告は非参加型
IAで9％にすぎないが、参加型IAでは42％が実施している。IAの銀行ロ
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座は非参加型IAで32％だが、参加型IAでは50％が持っている。また会計
帳簿の監査は非参加型IAでは13％にすぎないが、参加型IAでは38％が実
施している［DelosReyesandJopiuo，1989］。このように、PIMの導入によ
り財務管理の制度は非参加型IAに比べ、参加型IAではより整った、とい
える。しかし、上記のように全てのIAで財務管理の諸制度を導入している
わけではない。割当て制度が導入されていないため、何のために監視を行う
のか、という目的があいまいであるため、NIAのIDOの指導により財務管
理システムを導入を進めているものの、徹底していない、と考えられよう。
（8）段階的な制裁
サンへラ等の成功している伝統的な渡漑システムでは、制鼓制度を持って
おり、水利費の不払いや労働提供の欠席等には罰則が科せられる。一つは現
金または労働の提供であり、別のケースでは集会やイベントに参加させない
という社会的制裁である。これらの制裁は状況によって緩和される。例えば
耕作が失敗したメンバーや家族に病人を抱えるメンバーは水利費が減額され
る。また、潅漑用水の不足により収穫が減少したメンバーにも水利費の減額
が適用されることがあるという［SiyJr．，1989］。
PIMのパイロット・プロジェクトであるタイサン潅漑プロジェクトでは、
NIA州事務所から捷供されたIAの規約（Bylaw）モデルをもとに、IDOの
協力を得て、自分たちの規約案を新たに作成した。この規約案はセクター会
合で承認された後、IA社会で協議、承認された［Illo．1989］。この規約が
NIAの規約モデルをひな型にしていることから、タイサン港漑プロジェクト
のIA規約の中には違反行為とそれに対する制裁も制定されていたと推定さ
れる。
（9）紛争解決能力
PIMのモデルプロジェクトであるタイサン荘漑プロジェクトでは紛争は
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ごく少なく、IAは全メンバーを平等に扱う努力をしてきたという。IAは水
利費徴収、IA職貞への手当支給、潅漑システムの修理等について話し合う
ため、毎月IA総会とBOD会合の開催を続けてきた［nlo，1989］。PIMでは
IA総会とBOD会合を紛争解決機関として設定することで、IA内の紛争解
決能力を持たせていると考えられる。
（10）組織化の権利の保証
Ostromによれば、組織化の権利の保証とは、「受益者が自らの組織を作る
権利が外部の政府機関から異議を唱えられない」、ということである。
PIMに基づくIAの場合は政府の支援を得るためにはまずIAが法的に承
認されることが前提となっている。フィリピンではIA関連の法律により、
IAは水文学3上有意義な範囲の磁漑システム（CISの場合は荘漑システム全
体、MAの場合は潅漑システムの一部）の維持管理の権限を持つことが認め
られている。IAは水利権（legalwaterrights）を持ち、メンバーの用水への
アクセスを保証している。また証券取引委員会（SEC）に法人として登録す
ることによって資産の保有、契約の締結、水利費の徴収、制裁を科すことを
法的に認められている。またIAが政府機関に属しない独立した組織である
ことにより、IAはメンバーに説明責任を果たすことができる。全てのIA
が組織として強力なわけではないが、こうした法的な保証はIAがその活動
することを可能にしているとされている［KortenSiyJr．，1989】。この意味で
はPIMでは工Aの「組織化の権利」は法的に保証されているといえる。
さらに、実際の港漑システム運営においてはNIAはCISを州事務所長
（ProvincialIrrigationEnglneer）の管轄下に置く、とし、所長が潅漑プロ
ジェクトに関するあらゆる事項（計画、設計、建設、IAへのシステム委譲、
建設費の償還等）の責任を持つ、と規定した。また、所長を補佐するため、
技術スタッフと組織スタッフからなる問題解決チームを設けて問題に当たる
としている［KortenSiyJr。1989］。こうしてNIAはIAが自立的に活動を行
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うことを側面的に支援する体制を制度上作り上げているといえる。PIM推
進に当たり、BagadionとKortenは、CISが地元レベルで説明責任を果たし、
瀧漑実施機関という官僚機構からの干渉を防ぎ、地元で自治的に運営できる
ためにはIAの独立性を確保する必要がある、としている。その一方で、水
配分、施設の維持管理、紛争解決、償還金の返済など日常の液漑システム運
営のため、建設後もCISのIAに対し、NIAの支援が必要であるとしている。
例えば、IAの資金の使用についてはメンバー間で疑惑を生みがちである。
このため財務管理のための記録作成の支援が必要である。簡易な会計帳簿の
様式や手続きと、定期的な監査への支援が必要である。また、より多くの
メンバーに用水を配分するための水配分への支援や、水不足のときに米以
外の作物への転換を促す栽培への支援など、水管理への支援が必要となる。
農民の水管理方法を知り、どのようなアプローチが適切か、研究すること
が求められるとしている【BagadionKorten．DevelopingViableIrrigators，
Associations：Lessonsfrom Small ScaleIrrigation Developmentin the
Philippines，1980］。
このように理念の上では、NIAのPIMではIAの組織化の権利を保証し、
さらに支援していると考えられる。NIAはPIMを推進するにあたり、農家
に中心的な役割を担わせ、政府は農家を補助する役割と位置付けた。これに
よって農家は主要な決定に加わる権利を持つことになり、農家が政府の援助
の受動的な受益者ではなく、自信を持ってNIAの職員と対等に交渉するこ
とを理想とした。農家を自立させるためのNIAのIDOの姿勢として、自分
の方が簡単にできる場合でも農家自身ができる仕事はやらない、ことが求め
られた［SiyJr．．1989］。NIAの側はE］常の運営予算を農家の支払いに依存し
ている半独立採算組織であるため、農家を顧客とみなし、農家向けのサービ
スを発達させねばならない、と考えられた。水利費の支払い状況はMAの
サービスに対する農家の満足度を表すものと捉えるべき、とされた［Korten
SiyJr．．1989］。
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一方、こうしたPIMの理念を実現するうえでの障害としてBagadlOnと
KortenはMAのエンジニアの姿勢を批判している。経験の少ないエンジニ
アがCISの調査、計画、設計、建設を行うため、及びIAをこれらの過程に
取り込むための手引書が必要であるとしている。IAの組織開発のためには、
IAが問題を見つけ、解決できる組織として行動できるように、IDOがIA
を指導できることが求められる。またエンジニアには制度的な問題によりセ
ンシティブになり、潅漑システムの設計において農家と調整することができ
ることが必要であるとしている。CISにおけるPIMの4つのパイロットプ
ロジェクトはIDOとエンジニアに必要な考え方と訓練の場を与えたという。
BagadionとKortenは渡漑開発で農民参加が必要である理由として①潅漑シ
ステム改良に費用を負担しなければいけないのなら、建設工事に発言権があ
るべきである、（塾湛漑システムの設計と建設に携わることはオーナーシップ
を植え付ける要因となるので、僅漑システムの維持管理の動機づけになる、
③建設への参加経験は組織での意思決定、計画作り、運営の訓練となる、④
その地域の土地と水利の特徴に関する農民の知識はより良い港漑システム
建設に寄与する、ことを挙げている【BagadionKorten．DevelopingViable
Irrigators’Associatl0nS：LessonsfromSmallScaleIrrigatlOnDevelopment
inthePhilippines，1980］。
しかし、一方で実施機関の運営システムは中央集権化された計画立案と実
施に適した形で設計されているため、農民参加の実現は困難であると指摘し
ている。例えば、単年度予算システムにおいては磁漑システムの建設の6～
9カ月前に組織開発と技術的計画策定を同時に行うことは難しい。また予算
がなくなる前に執行してしまおうという圧力がかかるが、PIMの実施は時
間がかかり、スケジュールどおりに物事がはこばない。エンジニアは自分の
評価がPIMの導入によるのではないならば、農民参加を急いで短期間で実
施しようとしてしまうという。
さらに、PIM実現の障害として、農民が参加すべき決定が農民が関わらな
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いレベルの人間によってなされてしまうことを挙げている。例えば濯漑施設
の設計はNIAの地域事務所（ReglOnalOfEICe）でなされている。また工事で
の雇用や物資の調達のルールでは農民が排除されている。また別の障害とし
ては、組織化を担当するIDOと技術系職員との調整の難しさを指摘してい
る［BagadionKorten．DevelopingViableIrrigators’Associations：Lessons
fromSmallScaleIrrigationDevelopmentinthePhillppines．1980］。
その上で、PIM実現のための方策として、評価システムの変更を提言して
いる。すなわち、（∋建設工事の完了ではなく、完成した荘漑システムに対す
る農民の満足度、（り計画港漑面積ではなく、構造物と制度的条件によって左
右される実際の潅漑面積、③意志決定された場が農民に近いレベルであるか
どうかによって評価すべきであり、農民、IDO、エンジニアの役割を示し
た手引書を作成すべきである、としている［BagadionKorten．Developing
ViableIrrigators’Associatl0nS：Lessons from Small ScaleIrrigation
DevelopmentinthePhilippines，1980］。
以上の点から、PIMの理念においてはNIAは積極的に農家がIAを組織
化することを奨励し、IAの自立を促す方針であったことがみてとれる。一
方でPIMの実施面においては、現場のエンジニアの理解不足や中央集権的
なmAの組織体制等により、理念どおりの農民主体のIA組織化が阻害され
ることもあったことがうかがえる。
（11）多層化組織体制
Ostromの最後のCPR組織の設計原理は「より大きなシステムの一部であ
る共有資源管理組織の場合、資源の割当て、負担、監視、強制、紛争解決、
運営活動は多層化された組織体制によって実施される」ことである。
伝統的な潅漑システムでは、WUAが多層化構造になっていて、中央の役
員会と日常業務を担う、より小さな下位集団やセクターレベルの組織が存在
している。また、サンへラの場合では、全体で500ヘクタールを潅漑してい
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る9つのサンへラが1つのダムを共有し、サンへラ連合を形成している事例
がある。9サンへラの長は協議会を形成し、濯漑施設の維持管理作業、すな
わちダムの修理や幹線水路の清掃などの日程、方法を決定している。協議
会は9つのサンへラの調整を行っている。また、サンへラの下にグングロ
（Gunglo）という下位集団が存在する事例もある。グングロは5から15人の
メンバーからなり、作業グループのリーダーが存在する。グングロにより、
サンへラでは内部での分業が容易になり、特に少人数でできる仕事の割り振
りに有効である［SiyJr．．19891。
DelosReyesandJopilloによればフィリピンの潅漑システムではセクター
レベルの下部組織を持っているものがある。50ヘクタール以上の遮漑システ
ムの場合、メンバーは離れて居住しており、通信や交通インフラが未整備の
状況ではセクターごとに潅漑システムの運営をする方が効率的であるため、
このセクターレベルの下部組織の意義は重要であるとしている［Delos
ReyesandJopillo．1989】。PIMにおいてはIDOはセクタ，レベルの代表が
中央のBOI）メンバーになるよう、働きかけている。これは一般のメンバー
からBODを選ぶと特定のセクターの代表が多くなる偏りが生じ、荘漑シス
テムの運営方針の策定と実際の運営が連動しなくなるためである。Delos
ReyesandJopilloの調査によれば、セクターレベルの下部組織を持つIAは
非参加型IAでは59％だったが、参加型IAでは1∝）％であった。また、セク
ターレベルの代表が中央のBODメンバーを構成するIAは非参加型IAで
は14％にすぎないが、参加型IAでは50％と増えており、IDOの介入の成果
が伺える。また、参加型IAの方がセクターレベルでの活動が多くなってい
る。例えば、セクターレベルのメンバーリストは非参加型では18％しか所持
していないが、参加型IAでは88％となっている。また、維持管理作業をセ
クターレベルで実施するIAは非参加型IAでは27％のみだが、参加型IAで
は54％である。セクターレベルでの水利費（IrrigationServiceFee：ISF）徴
収は非参加型IAで14％にすぎないが、参加型IAでは65％と増えている。
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またセクターレベルでISF徴収記録があるのは非参加型IAで18％だが、参
加型IAでは56％である。セクターレベルでの水管理人を配置しているIA
は非参加型IAで18％であるのに対し、参加型IAでは33％である。また、セ
クターレベルでの水配分スケジュールがあるのは非参加型IAで18％である
のに対し、参加型IAでは46％となっている［DelosReyesandJopillo．1989］。
参加型IAではセクターレベルでの活動は資源の配分（水配分）、負担（ISF
徴収、維持管理作業）、監視（水管理人配置、ISF徴収記録）活動が非参加
型IAと比べ増えていることが伺える。しかし、同時にセクターレベルでの
活動が不在であるIAも依然として存在している。
また、PIMにおいてはCIS連合の必要性も認識されていた。CIS連合は
CIS同士がお互いに助け合い、農民の自助努力の能力を高める効果があると
期待された［BagadlOnKorten．DevelopingViableIrrigators’Assoeiations：
LessonsfromSmallScaleIrrigationDevelopmentinthePhilippines，1980］。
以上、Freemanの効果的なWUAの持つべき条件とOstromの永続する
CPR組織の設計原理に照らしてMAのPIMに基づくIAの組織状況を評価
してみた。この結果、PIMによって作られるIAにはFreemanとOstrom
の条件と合致する性質もあるものの、WUAにとって最も重要と考えられる
割当て制度が不在であることが明らかである。このため、PIMによるIAは
非参加型IAに比べ、より改善された水利用者組織（WUA）ではあるものの、
依然として成功する組織ではないことが言えるだろう（表3参照）。
5．PIMの現状と課題
フィリピンでは1970年代にPIMが開始されてから30年以上が経過してい
る。その後現在ではNTAのPIMによって組織化されたIAの組織はどのよ
うな状況にあるのだろうか。以下では、PIMによるIAの現状と問題点をみ
ていく。
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表31980年代にNIAのPIMによって作られた初期のIAの組織状況の評価
指標 IAの粗紐状況
リー ダー の属性 ○ （地元、小農 ・小作農、中流 ・下流部出身者の増加）
リー ダー の責任 △ （地元、特に自分のセクション）
水配分と負担の相関
× （水利費が面積割で徴収。水配分割当てと水利費支払い ・
無償の水路清掃の連動なし）
上流下流の格差是正 △ （水管理人雇用、水不足時にローテーション速漑）
水資源管理能力 △ （IAが水利権所有＆MAがダムと幹線水路を管理）
メンバーの組織の支持
△ （移管が祝典化＆水利費不払い着の存在、低い無償の水路
滑棺への参加）
共有資源と成員の範既
○ （メンバーリス トの作成、IDOによる新規潅漑地域農家の
加入促進）
規則の修正能力
○ （BOD会合の設置、BODがセクター代表から構成される
IAの増加）
監視
△ （水管理人雇用、IDOによる財務管理制度の導入促進＆制
慶を導入しないIAの存在）
段階的な制裁 ○ （IA規約の制裁条項の設置）
紛争解決能力
○ （BOD会合、IA総会毎月開催、メンバーを平等に扱う努
力、少ない紛争）
組織化の権利
△ （SECに法人登録、IAが中心、MAは補助的役割位置づ
け＆現場のエンジニアの理解不足で性急なPIM実施、農民不
在で決定が実施
多層化組織体制
△ （セクターの設置、セクターレベルでの水路清掃、ISF徴
収、水管理人配置、水配分の実施の増加＆セクターレベルで
の活動不在のIAの存在）
組織の成功度合い △
出所：筆者作成
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（1）IMTの課題
NIAはPIMを推進すると同時に濯漑システムのIAへの移管（潅漑管理
移管：IrrigationManagementTransfer：以下IMT）を進めてきた。CISに
おいては建設終了後IAに全面移管を行ってきた。NISについては当初政府
（NIA）が運営することとされていたが、1981年以降政府の財政負担削減と
潅漑システム運営効率の向上のため、潅漑システムの二次水路以下の運営を
IAに移管する方針が打ち出されている。さらに1997年の共和国法朗35（農
業漁業近代化法（AFMA））ではIAは単なるNIAの下請けではなく、潅漑
システムの管理により関与することが提唱された［日本工営株式会社；朝日
航洋株式会社，2003年］。
NISにおけるIMTには3つのタイプがあり、TypeI、TypeII、TypeⅡI
とよばれている。TypeIはNISの二次水路以下の施設の維持管理（具体的
には清掃）をIAに移管するもので、20仙年の時点でNISの潅漑面積全体の
20％で実施されている。TypeⅡは水利費（ISF）の徴収をIAに移管するも
ので、全体の13％となっている［コーエイ総合研究所・H本工営，2∝Il］。
TypeⅢは二次水路以下の管理を施設所有権も含め、全面的にIAに移管
するもので、NIAが取水施設（ダム、頭首工など）と幹線水路を管理し、IA
がそれ以下を管理する［日本工営株式会社；朝日航洋株式会社，2003年］。
TypeII工ではIAはNIAに対し建設費ないしリハビリ費用の償還費を支払
うことになっている［Ofrecio，2006］。これはADBのSPISPプロジェクト
で採用された方式であり、施設所有権もあわせてIAに移管するものである
［日本工営株式会社；朝日航洋株式会社，2003年］。また、二次水路以下の
潅漑システムの運営維持管理のみの全面移管を共同システム管理（Joint
SystemManagement：以下JSM）とよんでいる［日本工営株式会社；朝El
航洋株式会社，2（泊3年］。
1990年代半ばまではTypelⅡにおいてはIAに対し潅漑システムの資産移
管がなされ、IAはMAに還付償還を行ってきた。しかし、上記1997年の
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AFMAではIAへのIMTはNISの二次水路以下の施設の維持管理に限定さ
れ、資産の移管方針が覆された。このため、1997年以降NIAはTypeIⅡ契
約を締結できなくなった。NISはのベ196箇所、潅漑面積にして689，000ヘク
タールある。1000ヘクタール以下の湛漑システムは65箇所、38，000ヘクター
ルであり、全体の5．6％にあたる。1989年にNIAはこのような小規模のNIS
はTypeIⅡ契約を結んでIAに完全移管をする方針を覚書き通達（MC）14
により通達したものの［日本工営株式会社；朝日航洋株式会社，2003年］、
TypelHは2000年の時点で全体の1％も満たしておらず、IMT計画の進展
もあまり見られない状況にある［コーエイ総合研究所・日本工営，2001］。
2003年時点でTypeIH契約を結んだ完全移管は4箇所に過ぎない。［日本工
営株式会社；朝日航洋株式会社，2003年］。近年ではIMTの方針をさらに
進めて、3000ヘクタール以上のNISはJSMによるが、3α氾ヘクタール未満
のNISはIAに全面移管（CompleteTransfer）する方針となった［0丘・eCio．
2叩6］。
世銀とADBの支援を受けた44のNISでIMTが実施され、そのうち14の
MSではシステムの全面移管を行ったが、全面移管の進捗は遅れ気味である。
その理由はフィリピン国の国内予算措置の遅れ、MA職員、特にIDOの不
足、IMTにより不要となった水路番（Ditchtender）の支援が得られないこ
と等があげられる。さらにIMT後の水利費徴収率については44のNISのう
ち、21では横ばいまたは低下している状況であった。水利費徴収の面で
IMTの効果は十分に発揮されていないと考えられる。IMT契約においては
罰則条項が欠如しているという問題がある。配水が遅れた場合、水利費未払
い、水利費分配の遅れ等、MAとIA両者に科す罰則条項がない。さらに、
IAは協同組合法や包括的土地改革法のような明確な法律に裏付けられた組
織ではない。IMTを促進するうえで肌に関する法的整備が求められてい
る［日本工営株式会社；朝日航洋株式会社，2∝I3年］。
こうしたPIMとIMTの問題の原因としては①NIAからIAへの経費支払
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いの遅れ（TypeIの維持管理契約）、②IDOの任期が1年しかなく、IAが
自立できていない、③IMTに伴う、NIA職員の失業への対処不足が挙げら
れる［Oh・eCio，2006］。
また、近年のNIAの濯漑開発に対する提言としては、①IDOが予算不足
により人数が削減されており、再雇用する必要がある、②NIAの負担軽減の
ため、潅漑用水の卸売という概念に基づいた水利費徴収システムを導入し、
IAに一括してISFを請求する制度を導入する必要がある、③IMTにより生
じるNIAの余剰磯貝に対する早期退職の資金が必要である、④ISFを積み
立て、維持管理のための信託基金を創設する必要がある、⑤潅漑面積に基づ
く定額水利費から従量制水利費へ水利費徴収方式を変更し、農民が選択でき
る仕組みを作る必要がある、ことが挙げられている［日本工営株式会社；朝
日航洋株式会社，2003年］。
（2）lAの現状と課題
上記のようなPIMの推進活動にもかかわらず、現状ではmSに結成され
たIAの運営状況は芳しいものではなく、1998年から2000年までのNISで
のISF徴収率はわずか38％である。またNISの80％は早急な改修が必要
とされている。1999年2月にMAが調査した1674か所のIAのうち38％
は機能停止状態にある、とされている【コーエイ総合研究所・日本工営，
2001］。NIAのIAの機能評価調査ではOutstandlng、VerySatlSfactory、
Satisfactory、Fair、Poorの5段階で評価結果を示しているが、2001年に実
施した結果では、VerySatisfactoryとSatlSfactoryが47％となっている一方
で、FairとPoorが49％と、活動が低調であるIAが大半であることが示さ
れている。2000に及ぶ全IAのインベントリー調査によれば、上流に位置し
ていて活動が良好なIAでは作付計画、水配給計画、維持管理計画、水利費徴
収を実行しているが、そのようなIAは全体の20、30％にすぎない。活動が
低調なIAはこうした計画実施に無関心である。またこのうちの1665のIA
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を類型化した結果、上流あるいは頭首工等水源に近い場所に位置するIAほ
ど農業生産性も活動状況も良好であり、その結果として農家生計度も高いこ
とが一般的に言える。ただし、ピサヤ地域のIAでは社会経済状況が他地域
に比べ劣悪であることから、IAの機能は低調で、農家生計度も低いものが
多い。さらに2000余りのNISの内200のIAに対してインタビュー調査を
行った結果、一般的に上流に位置するIAほど活動的である一方、中流部の
IAの機能が下流部よりも低いという結果が出た。TypeI，Ⅲ契約は上流部
では継続率が高いが、中流、下流部では契約停止の傾向が見られた。IA内の
グループ活動については上流部に位置し、良好に機能しているIA及び中程
度に機能と評価されているIAでは活発であるが、中・下流では低調である
［日本工営株式会社；朝F航洋株式会社，2003年］。
さらにJICAは2002年に全国から選定された6NISの中の17のIAについ
て現地調査を実施しているが、その中でのNIA職員とのPCMワークショッ
プで、IAの問題として以下の組織、維持管理、財務の課題が指摘された。
・活動が良好な組合貞はわずか20～50％。
・IA活動のための資金が不足。
・NIAサービスの制約（lDOの不足、NIA職員の職務怠慢など）
・ほとんどのIAが維持管理計画を実行しない。
・湛漑用水が適切に配分されない。
・施設の修理維持管理に参加する組合員はわずか30、50％。
・維持管理契約に基づくIAへの報酬支払いをmAが忠実に実行しない。
・90％のIAが資金不足。
・財務計画（予算計画と管理）が欠如［日本工営株式会社；朝日航洋株式
会社，2003年］。
依然としてPIMによって組織化されたIAの組織状況及び、NIAとの契
約関係には問題が多いことが伺える。
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6．NIAのPIMの現状の評価
以下ではFreemanとOstromの指標に基づいて、1970年代にNIAに導入
されたPIMによって作られた」Aの組織がその後どのような状況にあるか
見るため、2002年時点でのIAの組織状況について評価を行う。事例として
は2002年に全国から選定された6NISの中の17のパイロットIAについて
JICAが実施した現地調査の結果［日本工営株式会社；朝日航洋株式会軋
2003年］を主として用いる。6つのNISはフィリピンのルソン、ピサヤ、ミ
ンダナオ地域から、それぞれ、2地区（サンフアピアンMS、アンガット
NIS）、1地区（バゴNIS）、3地区（ラパンガンNIS、プランギーNIS、マー
ルNIS）が選定された。さらに各NISから原則上流、中流、下流の3IAが
選定された。ラパンガンmSのみ上流と下流の2IAが選定されたため、全
部で17のIAがパイロットIAとして調査対象となった。潅漑面種は一つの
IA当たり121ヘクタールから1383ヘクタール、農家戸数は1（減戸から817戸で
ある［日本工営株式会社；朝日航洋株式会社，2003年］。
（1）リーダーの屈性及びリーダーと職員の責任
JICAの調査では17のIAの機能調査のうち、VerySatisfactoryと
Satisfactoryと評価されたIAは2つのみで、他15IAはFalrまたはPoorと
評価されている。ほとんどのIAは休眠状態にあり、IAメンバーへのサー
ビスを実行していない。リーダーシップに関しては、リーダーとして模範的
に役割を果たしているBOD（組合役員）はほとんどない状況である。これは
政治家の思惑も絡んだお粗末なリーダー選出に起因している。改選もされず
居座っている1Aリーダーの関心はIAの私物化であるという［日本工営株
式会社；朝日航洋株式会社，2003年］。
2002年に17のIAで実施したIAリーダー、IAメンバー、非IAメンバー
によるPCMワpクショップでは、IAl）－ダーの課題として以下の問題が
指摘された。
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・IAリーダーの技術レベルが低い。
・模範的なリーダーが不在。
・IAリーダーの責任についての意識が低い。
・リーダーを支える幹部が不在。
・IABOD、潅漑グループ（TSAG）リーグ，、その他の役月が非活発。
・IABODのBODとしての能力に欠ける［日本工営株式会社；朝El航洋
株式会社，2003年］。
IAを沈滞化させている大きな要因は、無能力あるいはIAを私物化して
いるリーダーやBODである。選挙でもNIAや地域有力者の思惑や圧力、影
響が働き、公正な選挙がなされないという間置がある［日本工営株式会社；
朝日航洋株式会社，2003年］。
これらの情報を見る限り、PIMによって組織化されたはずのエAにおいて
は、リーダーは地元民から選出されているものの、その貴任は一般メンバー
に対してではなく、自分の個人的利益や地域政治家への迎合が優先されてい
ることが伺える。
（2）割当て制度（水配分と負担の相関、上流下流の格差の是正）
次にはにおいて割当て制度が導入され、機能しているかという点につい
て見てみる。
1）水利用者の負担（水利費（ISF）徴収制度、水路清掃）
まず水利用者の負担としてのISFの徴収制度についてみてみる。NIAの
ISFは1974年のMA指針によって重力潅漑地区でヘクタール当たり雨期2
カバン、乾期3カバンと決定されている（1カバン＝劉キロ）。1カバンの
モミ米価格は雨期乾期平均で9．5ペソと設定されているため、年間のISFは
2，350ペソとなる。全国のMS全体ではISF徴収率は1997年の時点で48．3％
であった。しかし、1998年9月にエストラダ政権による水利費を半減する徳
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政令（SocializedISF）が出された結果、農民間にISF支払い拒否という風潮
が広まり、ISF請求額は30％も減少し、徴収額、徴収率とも激減した。20（カ
年にこの制度は改訂され、MAは2001年7月から従来の水利費を適用した
が、徴収額を改善することはできなかった［日本工営株式会社；朝日航洋株
式会社，2003年］。
2002年の全国のIAに対するインベントリー調査では、ISF徴収率が80％
以上であったIAは11％にすぎず、また50から80％までのIAは36％である。
50％を超えるIAのISF徴収率は50％以下という低い状況にある［日本工営
株式会社；朝日航洋株式会社，2α迫年］。
17のパイロットIAでは、1999年から2001年の雨季・乾季のISF徴収率は
30～40％と低調である。50％を超えているのは2IAにすぎない［日本工営
株式会社；朝日航洋株式会社，2003年］。
さらにmAでは水利費支払いについて、現金で納入すれば10％値引きす
る特例や、1ヘクタールの柳生産が40カバンを下回った場合の水利費免除の
規定があるが、これらは市場原理をゆがめるものであり、NエAの収入に悪影
響を及ぼしている［日本工営株式会社；朝日航洋株式会社，2003年］。割当
て制度における便益に応じた負担の観点からも適切でないと言える。
ISF徴収率をあげ、MAのコスト回収を是正するため、MAは1996年に
世銀の後押しを得て、ISF課徴方式を遮蔽面積に応じた一律料率から支線水
路取水口で計測した水量に基づく従量制へ移行することを長期目標として掲
げている。従量制水利費制度のパイロット市建築としてMRHSの第4潅漑
区（DistrictIV）、サンタマリア潅漑地区、ロハス・クヤ瀧漑地区（第10
管区）の3つのMSが選定された［日本工営株式会社；朝日航洋株式会社，
2003年］。
2（X和牛のADB調査（国営瀧漑地区のコスト回収メカニズムの再検討）で
もISFの値上げの提言とともに、従量制水利費徴収システムの提案がなさ
れている。ADBは乾期0．10ペソ／m3、雨期0．036ペソ／m3の価格でIAは
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MAに水利費を支払い、支線水路以下の水利費徴収方法は両棲定額でも従
量制でもIA自身が選択するという方式を提唱している［日本工営株式会
社；朝日航洋株式会社，2003年］。
MRⅡSでの実績を受けて、2002年10月21日付でMAは全国のMA地方
事務所に対し、施設改修とIMT契約を実施したうえで従量制水利費の導入
を促進するよう、通達を行っている。この制度の利点としては、農民が節水
することで水利用効率が上がり、余剰水で潅漑面積を拡大できる、水利費が
籾で納付された場合にNIAが負担する処理費が不要になり、NIAの財政負
担が軽減される、水利費徴収の透明性が確保できるなどである。一方で導入
上の課題としては、高精度で取り扱いが簡単で低価格の水量計測装置の入手
または開発が挙げられる。また支線水路取水口まで配水を可能とする施設改
修が必要であり、全国展開には多大な資金調達が必要である【日本工営株式
会社；朝日航洋株式会社，2003年］。
しかし、この従量制水利費徴収制度は、mAとIAの閲の契約において適
用されるものであり、IAとIAメンバーの間で従量制水利費が通用するこ
とを進めるものではない。現在設置されている水量計測装置も各支線水路の
取水口に設置されているのみであり、各工Aメンバーの国場ごとに設置する
ものではない。このため、割当て制度の導入の条件となる、各メンバーの取
得する用水の量の計測、には該当しないと言える。
次に水路清掃作業への用水の受益者の参加状況を見てみると、パイロット
IAでは殆どのIAがTypel契約をNIAと結んでいるものの、NIAからの
維持管理サービスに対する報酬の支払いは往々にして1年から1年半も遅れ
る実情である。このためIAでは水路清掃への意欲が低下し、さらには水路
へのゴミ投棄、水路堤の果樹などの植え付け、水路内での水牛の水浴、甚だ
しい場合はアンガットやプランギーNISで見られるような水路堤上の住居
の不法占拠を許すような結果となっている。これは施設が自分たちの所有物
であるという意識（オーナーシップ）に欠けること、非IAメンバー受益者
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が受益者全体の40％に上るとみられることにも起因している。地主が小作人、
耕作請負人、農業労働者を雇用して耕作権を与えている状況が問題を悪化さ
せている。小作人や耕作請負人はIAメンバーになっていないため、水路清
掃作業に参加していない［日本工営株式会社；朝日航洋株式会社，2003年］。
これらのIAでは水路の維持管理に支障を生じている。
17のパイロットIAの潅漑施設は所定の通水断面を保持している水路の率
は30から60％、操作可能な調整用水門並びに機能している取水口も0％から
80％となっている。一方、不法に設置された取水口も正規施設に対して7％
から480％となっており、アンガットNISでは不法施設が正規数の5倍近く
にも達しているIAがあった。またサンフアピアンmSでは土水路が堆砂で
ほとんど埋め尽くされ、ほとんどの水利施設は機能喪失状態にある。アン
ガットNISの水路はゴミの投棄場あるいは家庭汚水の下水路と化している。
マールMSでは水路は良好に維持されているが、水路の通水能力が不足し、
水不足時のローテーション潅漑（輪番潅漑）に対応できなくなっている［日
本工営株式会社；朝日航洋株式会社，2003年］。
こうした水路の維持管理の不全はパイロットIAに限らず、全回のNISで
広くみられる現象である。NIAはIMTを推進する方針に従い、mSにおい
て支線水路以下の維持管理についてIAとTypeI契約を結び、IAに水路の
清掃作業を移管している。しかし、2001年MAが実施した全国のMSの施
設状況調査によれば、幹線・支線水路全延長の約60％が水路内堆積土砂の排
除、水路断面整形、水路堤の嵩上げ等の改修を必要とし、水路構造物につい
ては約50％が何らかの改修を要するとされている。これはISF徴収率が低
いため、不適切な維持管理となっているためであるが、受益者のISF支払い
率をさらに低下させている［日本工営株式会社；朝日航洋株式会社，2003
年］。
こうした水路の維持管理の不全は施設の改修費用の不足の問題もあるが、
受益者の負担として定められた水路清掃作業への参加が十分になされていな
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いことも要因であると考えられる。
2）水配分
次にIAメンバーの便益である水配分についてみてみる。
17のパイロットIAでは水配分、作付計画はNIA主導で作成され、実際
に作付された作物に対する水の需要にきめ細かく対応した計画ではない。
IAリーダーが計画作成に熱心でも一般メンバーには浸透していない。これ
は組合の中で意思疎通が図られていないためであり、違法な行為が横行する
ことになっているという。17のIAでは決められた水配分計画をメンバー自
身が故意に無視しているのが実態である。［日本工営株式会社；朝私航洋株
式会社，2003年］。
末端潅漑区（TurnOutServICeArea：TSA）で液漑グループ（TSAG）が
結成されており、IAの末端構成員となっている。TSAの平均面積は約50ヘ
クタールで農家数は約40戸である。しかし、農民が多くの違法取水口を建設
し、盗水を行っているため、公平な水配分の実施を困難にしている［日本工
営株式会社；朝日航洋株式会社，2003年］。
さらにパイロットIAではIAへの加入率は20、80％、平均で40％と低い。
非IAメンバーには既定のISFを支払う限りは取水を認めているため、彼ら
も違法な行為に加担している［日本工営株式会社；朝日航洋株式会社，2003
年］。
17のパイロットIAで実施したPCMワークショップでは水管理の問題点
として以下の点が指摘されている。
・不適切な水使用。
・統制のとれない水配分。
・遵守無視の作付計画と水配分。
・維持管理方針・計画を策定する技術の欠如。
・維持管理計画の強要性が弱い。
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・作物と水に関する指導（農業普及）に制約。
・水路の通水能力に制約［日本工営株式会社；朝日航洋株式会社，2003年］。
このようにパイロットIAでは水配分は規則が守られず、著しく不公平で
あるといえ、負担に応じた便益の供給という割当て制度は全く成立していな
いと言える。
3）上流下流の格差是正
射こ上流と下流の格差是正について見てみる。上記のとおりJ工CAの調査
では全回の6瀧漑地区の中からそれぞれ上流、中流、下流と3ないし21Aを
選定して17のパイロットIAとしている。これらのパイロットIAでは、上
流のIAは違法手段を使ってでも必要以上に取水している。このため、上流
のIAでは乾季の作付率が80％程度を維持しているのに対し、下流部では
60％まで作付率が低下している。これは乾期の水不足だけでなく、潅漑地区
内で下流部へ適切に水配分がなされていないことに起因する［日本工営株式
会社；朝E航洋株式会社，2003年］。このようにパイロットIA間では上流
下流の格差が是正されないままになっていることが分かる。
パイロットIAにおいては、受益者のISF支払い状況は低調である。小作
人や耕作請負人はIAメンバーでないため、水路清掃に参加していない。一
方、水配分においては水配分計画が守られず、違法な取水が行われている。
すなわち、メンバーの負担に応じた用水の供給がなされておらず、負担と便
益は連動していない。また公平な用水配分を実施するための前提条件である、
上流下流の格差是正もなされておらず、メンバー間の用水配分に不公平が生
じている。すなわち割当て制度は全く導入されていない状況である。
（3）水資源管理の能力
次にパイロットIAにおける水資源管理の能力を見てみる。上記のように、
17のIAは全てNISの中にある複数のIAの一つであり、頭首工と幹線水路
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はNIAが管理しており、支線水路以下を各IAが管理している。しかしIA
の管理業務はTypeI契約による水路の維持管理作業が主であり、IAに支線
水路以下の潅漑システム全体の管理を移転するTypeⅡI契約を結んでいる
IAはない。さらに殆どのIAがTypeI契約をNIAと結んでいるものの、上
記のとおりNAからの維持管理サービスに対する報酬の支払いは往々にし
て1年から1年半も遅れる実情である。このためIAでは水路清掃への意欲
が低下し、さらには水路へのゴミ投棄、水路堤の果樹などの植え付け、水路
内での水牛の水浴、さらには水路堤上の住居の不法占拠を許すような結果と
なっている。水配分や作付計画は水供給側であるNIA主導であり、実際に
作付された作物に対するきめ細かく対応した計画ではない【日本工営株式会
社；朝日航洋株式会社，2003年］。
すなわち、水源から支線水路までの水配分はNIAが管理しており、IAの
水管理の自由度は低い。特にMSの中で下流部に位置するIAは乾期に上流
部のIAで過剰な取水が行われるため、水不足を生じ［日本工営株式会社；
朝日航洋株式会社，2003年1、日分たちでコントロールできる水資源の不足
を生じている。またIA内の水路維持管理状況が悪いため、末端まで公平な
水配分を行う能力は低いと言える。このような状況ではIAが独自に必要な
時に必要なだけの水をメンバーに配分するような水資源管理の能力は極めて
低いと言わざるを得ない。
（4）メンバーの組級の支持の度合い
17のパイロットIAではメンバーの組織の支持の度合いは高いとは言えな
い状況である。上記のとおり、17のパイロットIAでは、1999年から2001年
の雨季・乾季のISF徴収率は30～40％と低調である。50％を超えているの
は2IAにすぎない。また上記のとおり水配分計画を遵守せず違法の取水を
行ったり、水路へのゴミ投棄、不法占拠を行う等、IAの活動に非協力的な
メンバーが存在している。また、IAの会議、会合への出席率をみると、17
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IA中マール地区の3IAのみがIABOD会合やIA総会を定期的に開催して
いる。他のIAではBOD会合もめったに開かれず、IA総会も必要な時にだ
け行われている。TSAグループ会議はほとんど開催されていない［日本工
営株式会社；朝日航洋株式会社，2003年］。
これらのIAでは活動そのものが停滞しており、メンバーの組織の支持の
度合いも高くないといえる。
（5）CPR組織の明確な範囲
2002年の全国20（刀余りのIAのインベントリー調査によれば、仝農家の60
％以上がIAメンバ，となっているIAは全IAの1％以下であった。大抵
のIAの平均加入率は50、59％程度である。これはIA加入が個人の自由意
思に委ねられていることに起因している。さらに高い不在地主の割合、下流
部における不活発なIAメンバーの存在、非耕作地主によるIA支配等の問
題も指摘されている　ほ本工営株式会社；朝日航洋株式会社，2003年］。
また、17のパイロットIAにおいては、仝メンバーの約50％が自作農家と
報告されているが、実際には自作農家は小作人や耕作請負人あるいは農場管
理者に耕作を委託し、農地が各所に散在している場合、地主自身がいくつか
のIAにメンバーとして登録しているのが実情である。上述のように実際に
は′ト作農家、耕作請負農家、及び一時的請負農家を一緒にすると縁IAメン
バーの40％にものはる。不在地主の存在はIA活動に影響を及ぼしており、
小作人や耕作請負人は代理人にすぎないため、水路清掃等のIA活動にほと
んど参加することがない。また水管理や水配分等の規則に従うということに
は関心を示さず、正規のメンバーの迷惑を顧みず、どんなことをしてでも潅
漑用水を使うことが重要である。組織上から考えれば小作人や耕作請負人に
正規のメンバーシップを与えることが組織を強化することになる［日本工営
株式会社；朝日航洋株式会社，2003年】。
上記のとおりパイロットIAでの組織率は平均40％であるが、古いIAで
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の20％から新しいIAでの80％と格差がある。正規のメンバーでIAを形成
するという意識に欠けたBODが散見される。ほとんどのIAでIAメン
バーリスト（IAMasterList）が長年にわたり改訂されておらず、小作人や
耕作請負人の混在で誰が正規のIAメンバーであるか区別できない状況にあ
る［日本工営株式会社；朝日航洋株式会社，2003年］。
パイロットIAにおけるPCMワークショップでも、以下の点がIAの組
織上の課題として指摘された。
・IAメンバーの組織率が低い。
・活動的なIAメンバーがほとんどいない。
・不在地主が多い。
・（IAメンバーになっていない）小作人、耕作請負人が多く存在する。
・IAメンバーの責任についての意識が低い［日本工営株式会社；朝日航
洋株式会社，2（氾3年］。
このような状況に対しJICAの調査では実際の耕作者がIAメンバーであ
るべき、と提言している［日本工営株式会社；朝日航洋株式会社，2（沿3年］。
パイロットIAを見る限り、IAのメンバーリストが整備されておらず、
だれが用水にアクセスできる権利を持つメンバーなのかはっきりしていない
状況になっているといえる。また非耕作地主がIAメンバーとなり、実際の
耕作者である小作人や耕作請負人がIAメンバーになっていないため、メン
バーシップがさらに不明確になってしまっていると考えられる。非IAメン
バー耕作者は用水を得ながら、IAの規則を無視した違法取水や水路清掃活
動への不参加など、非協力的な行動をとっている。こうしたフリーライダー
の横行は正規のIAメンバーの意欲をそぎ、彼らの負担の提供（ISF支払い、
水路清掃活動への参加）を低めていると思われ、IA活動が低調である要因
の一つとなっていると考えられる。
このように工Aのメンバーシップが曖昧になっている理由の一つは、これ
らの工Aに割当て制度が採用されていないためであると考えられる。すなわ
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ち、割当て制度が導入されたIAであれば負担と便益が連動しているため、
だれが用水を得る資格があり、またその受益者が確実に義務（ISF支払いと
水路清掃）を果たしているか、ということはIAにとって大きな関心事である。
資格がないフリーライダーが用水にアクセスすることは厳しく排除されるは
ずである。このため、メンバーリストが整備され、メンバーの交代や追加が
あれば随時リストは更新されていくはずである。しかし、割当て制度が用い
られていないIAでは、そこまで労力をかけてメンバーリストを整備、更新
していくことも、受益者をIAに加入させることにも熱心になる必要がない
と考えられる。
（6）運営規則修正への参加
NIAのPIMによって組織されたIAでは通常、役員（BOD）によって構
成されるBOD会合、IAメンバー全員が出席するIA総会、IAの下部組織
である末端潅漑区（TSA）で結成されているTSAグループ（TSAG）の会
合（末端構成員全員が出席する）がIA規約（IABylaw）によって設置され、
IAの運営に関する意思決定を行う機関と定められている。このうち、IA総
会はIAの最高意思決定機関とされているが、通常は年1、2回の開催であ
るため、BOD会合（通常月1回開催）が工A総会を代行してIAの方針（水
管理計画、維持管理作業計画等）を策定するとしている。BODは任期1、
2年の改選制であり、IA総会での選挙により選出される［角田，20051。す
なわち、IA規約上は全メンバーがIAの運営規則修正に参加できる民主的
な制度が整っているといえる。
しかし．17のパイロットIAでは、上記のとおり、マール，NISの3IAの
みがBOD会合やIA総会を定期的に開催しているが、他のIAではBOD会
合もめったに開催されない。IA総会も必要な時にだけ開かれる状況である。
TSAG会合はほとんどなされていない状況である［日本工営株式会社；朝E］
航洋株式会社，2003年］。
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また、IAのワークショップでも以下の間巷が指摘されている。
・定期的な選挙がない。
・定期的な会議や総会がない［日本工営株式会社；朝日航洋株式会社，
2003年コ。
すなわち、パイロットIAでは全メンバーが連営規則修正に参加できる制
度がありながら、それが実際には機能していない状況であり、メンバーの参
加がなされていないことが伺える。
（7）監視
上記のとおり、潅漑システムでは「監視」とは、用水が各受益者に計画通
り着実に届いているか、また各受益者が定められた水利費などの負担を確実
に提供しているか、徴収人に支払った水利費がWUAに着実に納められてい
るか、といった点がWUAの監視者または受益者自身によって監視され、そ
の結果が受益者に明らかにされていることを意味する。
パイロットIAではまず用水の配分については上記のとおり、違法取水が
存在するが制御されていない状況である。このため下流部のメンバーは水不
足を生じている状況である［日本工営株式会社；朝日航洋株式会社，2003
年］。
また、水利費の支払い状況と徴収されたISFの監視については、IAの基
本的な書類を作成保管するという意識が欠けていることが指摘されている。
どのIAでもIA運営記録（議事録）、財務、水管理に関する書類が紛失して
いるか、あっても不完全である。この要因は書類管理の知識がない、重要な
情報やデータを系統立てて整理する能力と技術に欠ける、文書管理者が不在、
あるいは整理する能力に欠ける、IA事務所がないこと等が挙げられる。こ
のため、n内のもめ事を処理するにはMAの国営潅漑事務所（MSO）が
保管している書類に頼らざるを得ないが、NISOでも書類がそろっていない
ことが多い［日本工営株式会社；朝日航洋株式会社，2（泊3年］。
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パイロットIAでのPCMワークショップでもIAの組織の管理体制の不
備として以下の問題点が指摘されている。
・IAの記録がない。
・IAポリシー、規則等が不備。
・情報交換が不十分。
・IA内外との協調が不十分。
・口々のIA活動が慈恵的、その場しのぎ的［日本工営株式会社；朝日航
洋株式会社，2003年］。
さらにIAの財務能力についても、パイロットIAでのPCMワークショッ
プで以下のような問題点が指摘されている。
・財務管理の書類作成・保管能力の欠如。
・財務・投資に関する知識と技術の欠如。
・財務記録がない。
・財務管理（透明性確保、監査）に適切性が欠ける［日本工営株式会社；
朝日航洋株式会社，2003年］。
さらに、パイロットIAではISF徴収はNISO業務とされている。Type
H契約を結んでいるIAでもNISOの職員の給与確保のため、実際には
NISO職員がISF徴収に従事している。この際、NISOのISF徴収人が請求
書や請求両横の査定に手心を加え、その代わり賄賂を受け取るという汚職を
生みだす素地となっているという［日本工営株式会社；朝日航洋株式会社，
2003年］。これはISF徴収率が低い要因の一つとなっていると考えられる。
このようにパイロットIAでは便益の提供（用水の配分）もIAへの負担
の提供（水利費の支払いとそのIAへの納付）も監視されていない状況であ
る。またIAメンバーにも役貞にも監視が必要であるという意識が欠けてい
るとみられる。この理由の一つはこれらのIAで割当て制度が導入されてお
らず、各メンバーの便益と負担が連動していないため、各受益者がどれだけ
の便益を得たか、またそれに応じてどれだけの負担を実際に行ったか、
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チェックする必要がないためである。このために財務書類の作成と保管がず
さんになってしまったと考えられる。
（8）段階的な制裁
パイロットIAでは上記のとおり違法取水、違法水利施設（違法取水口）、
水路清掃を故意に無視する、水路へのゴミの投棄、水牛の水路での水浴、水
路堤への果樹植え付け、水路堤での住居の不法占拠などの違法行為が横行し
ている。また、非IAメンバーに対しても、規定のISFを支払う限り取水を
認めているが、彼らが違法行為を行っている。しかしこうした違法行為に対
し、罰則規定が欠如している状況である［日本工営株式会社；朝日航洋株式
会社，2003年］。
すなわち、パイロットIAではフリーライダーの違法行為は放置されてい
る実情であり、段階的な制裁は機能していない状況であるといえる。割当て
制度が導入されていないIAではフリーライダーの監視も抑制するための制
裁も厳密に行われる必要がないのである。
（9）紛争解決能力
パイロットIAでは、同じNISの中のIA間で上流のIAが過剰取水する
のに対し、下流部のIAとの間に深刻な水争いを生じている。水争いを仲介
する役割は各NISに設立されたシステム管理委員会（SMC）であるが、ほ
とんど有名無実な状況である［日本工営株式会社；朝日航洋株式会社，2003
年］。
またIA内では上記のとおり、違法行為が発生しているが、それを取り締
まることができない状況である。JICAの調査では罰則規則を制定し違法行
為（ゴミ投棄、住居の不法占拠等）の取り締まりを実施することを提言して
いる［日本工営株式会社；朝日航洋株式会社，2003年］。すなわち、現状で
はパイロットIAにおける紛争解決能力は高くないといえる。
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（10）組織化の権利の保証
Ostromによれば、組織化の権利の保証とは、「受益者が自らの組織を作
る権利が外部の政府機関から異譲を唱えられない」、ということである。
上記のとおり、PIMに基づくIAの場合は、「水利組合法」のような明確
な法律に裏付けされた組織ではない［日本工営株式会社；朝日航洋株式会社，
2003年］が、IAは水文上意義のある範囲の潅漑システムの維持管理の権限
を持つことが法的に認められている。IAは水利権を持ち、メンバーの用水
へのアクセスを保証している。また証券取引委員会（SEC）に法人として登
録することによって資産の保有、契約の締結、水利費の徴収、制裁を科すこ
とを法的に認められている［KortenSiyJr。1989］。IAはSECに非株式、非
営利団体として登録されている［日本工営株式会社；朝日航洋株式会社，
2∝）3年］。
しかし、17のパイロットIAの場合、8つのIAがSECへ提出すべき財務
諸表や記録の報告を怠っている［日本工営株式会社；朝日航洋株式会社，
2（泊3年］。
また、IMTの推進のためには組織化されたIAが自主的に潅漑システム
を運営していけるように、IAを自立させることが重要である。このため、
NIAはIAの自立を促進する支援としてIAの指導者向けの訓練を実施して
いる。NIAはIAの能力強化のため、組織化や開発戦略の訓練を実施してお
り、IAが組織、財務、潅漑システム維持管理の問題を解決する技能、知識、
態度を強化することを目指している［Oh・eCio．2006］。IAの指導者はリー
ダーシップ能力開発、濃漑システム管理、財務管理の訓練を最低1回は受け
ている。しかしこれらの訓練はNIAの予算不足により、減少している。そ
の要因としてはMA内部でのIAの組織開発に対する優先度が低いうえ、
大規模渡漑地区が優先されるためである。さらに訓練内容もISF一括請求
等革新的な概念が欠如している、市場流通・起業活動の情報が少ない、IDO
に頼りすぎて優秀なIAリーダーを訓練員として活用しない等、問題が指摘
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されている［日本工営株式会社；朝日航洋株式会私2003年］。このように
NIAはIAの組織化の権利を侵害してはいないが、IAの自立のために本来
与えるはずの支援を量、質とも十分に提供できていない状況にあるといえる。
さらに、問題であるのはTypeI契約においてNIAのIAへの支払いが遅
れていることである。上記のとおり17のパイロットIAの場合、殆どのIA
がNIAとTypeI契約を結んでいるが、NIAの支払いは1年から1年半も
遅れるのが実情であるという。この結果IAの水路清掃の意欲が低下し、さ
らには水路へのゴミ投棄や果樹の植え付けなど貧弱な潅漑システムの維持管
理を招いている。さらに、このTypeI契約の支払い遅延はパイロットIAの
財務管理能力を低める一因となっている。IAはその低いISF徴収率、組合
費を徴収しない、TypeI、II契約以外の収入機会の欠如、組合資本を形成
できないことも相まって、資金不足状態にある。さらにほとんどの農民が政
府融資機関である協同組合関連の土地銀行（LBP）の過去の農民組合融資で
の負債を抱えているため、公的融資を得ることが難しい。［日本工営株式会
社；朝日航洋株式会社，2003年］。NIAがIAにTypeI契約への支払いを怠
ることにより、IAの組織を弱体化させる結果になっていることが伺える。
すなわち、IAはSECへの報告を怠る等、組織化の権利を自ら損ねている。
またMAは制度上はIAの組織化の権利を保証し、強化する制度を有して
いるが、実態においては、IAへの訓練の量と質の不適切さやTypeI支払い
の遅延により、MAの本来の意図と反して、IAの組織を弱体化させ、組織
化の権利を損ねる結果となっていると考えられる。
（11）多層化組織体制
パイロットIAでは、末端潅漑区（TSA）で一つの荘漑グループ（TSAG）
が結成されており、IAの末端構成員となっている。IAの凝集性はこの
TSAGがいかに協調して機能するかにかかっている。TSAの平均面積は50
ヘクタールで農家数は約40戸である。しかし、実際には上述のように農家が
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多数の違法取水口を建設し、盗水を行っているため、公平な水配分や時間を
ずらした作付計画の実施を難しくしている。また、上述のとおり、TSAG会
合はめったに開催されていない。JICAはTSAGの再活性化のために、TSA
の再配置を検討し、効率的かつ効果的な運営が可能な規模を持つTSAの再
構築が必要としている。具体的にはTSAのメンバー登録、地積図の照合と
最新版への改訂、適切な港漑面積となるようなTSAの再配置が必要である
としている。［日本工営株式会社；朝日航洋株式会杜2003年】。
このように、IAは制度上はその下部組織としてTSAGが設けられ、
TSAGにおいて水配分、施設の維持管理、紛争解決等、潅漑運営を実施でき
るようになっているが、実態においては、TSAG内では盗水が放置され、適
切な運営がなされていない状況であるといえ、下部組織が機能していないと
いえる。
以上、Freemanの効果的なWUAの持つべき条件とOstromの永続する
CPR組織の設計原理に基づいて、2002年のフィリピン全国から選定された
6潅漑地区の17のパイロットIAの事例を中心にPIMによって組織化され
たIAの現在の組織状況を評価してみた（表4参照）。
PIMが導入された直後の1980年代のIAの組織状況は上述のとおり、
FreemanとOstromの条件と合致する性質もあるものの、WUAにとって
最も重要と考えられる割当て制度が不在である。このため、PIMによるIA
は非参加型IAに比べ、より改善された水利用者組織（WUA）ではあるもの
の、依然として成功する組織ではない（表3参照）ことを述べた。PエM導入
から約20年後、PIMはNIAのNISの全てのIAに適用されるようになって
いるが、その組織のパフォーマンスを見る限り、導入直後よりも組織は「劣
化」し、IAの活動は停滞している。これらのIAはFreemanとOstromが
挙げる成功する水利用者組級の条件はほとんど満たしていない。NIAが当
初NIA長官自らが指揮をとり、組織をあげて推進してきたPIMは、残念な
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表4　2002年時点でのMAのPIMによって作られたIAの組織状況の評価
指標 IAの組織状況 （1980年代） IAの組織状況 （2002年時点）
リーダー ○ （地元、小農 ・ノト作農、中 △ （地元＆地域政治家の思惑、圧力、低い能
の屈性 流 ・下流部出身者の増加） 力）
リーダー △ （地元、特に自分のセク × （IAの私物化、地域政治家へ迎合、乏しい
の賓任 ション） 責任感、不活発なBOD）
水配分と × （水利費が面積割で徴収。 × （水配分割当てと水利資支払い ・無償の水
負担の相 水配分割当てと水利費支払い 路清掃の連動なし、低い水利費徴収率、水路
関 ・無償の水路清掃の連動な
し）
清掃作業への低い参加、違法取水）
上流下流 △ （水管理人雇用、水不足時 × （上流部が規定以上に取水、違法取水口の
の格差是 にローテーション潅漑） 設置、低い水路維持管理状況、ローテーショ
正 ン荘漑実施不能による下流部の水不足）
水資源管 △ （王Aが水利権所有＆MA × （NIAが水源と幹線水路を管理、上流部 IA
理能力 がダムと幹線水路を管理） の過剰取水による下流部IAの水不足、低い水
路維持管理状況による水路通水能力低下）
メンバ ・ー △ （移管が祝典化＆水利費不 × （低い水利費徴収率、（特に非メンバー耕作
の組織の 払い者の存在、低い無償の水 者による）低い無償の水路清掃への参加、（特
支持 路清掃への参加） に非メンバー耕作者による）違法取水、水路
へのゴミ投棄 ・不法占拠、IA総会 ・TSAG
会議開催不定期）
共有資源 ○ （メンバーリス トの作成、 △ （メンバーリストの作成＆多数の不在地主
と成員の IDOによる新規潅漑地域農 ・非メンバ 耕ー作者 （小作人等）、低いIA組
範囲 家の加入促進） 織率、メンバーリス ト未更新）
規則の修 ○ （BOD会合の設置、BOD △ （TSAG会合、BOD会合、IA総会の設置
正能力 がセクター代表から構成され ＆IA総会、BOD会合、TSAG会合開催不定
るIAの増加） 期、定期的選挙の未実施）
監視 △ （水管理人雇用、IDOによ × （違法取水放置、水利資徴収記録未整備、
る財務管理制度の導入促進＆
制度を導入しないlAの存在）
議事録未整備、ISF徴収人の不正放置）
段階的な ○ （IA規約の制裁条項の設 × （罰則規定欠如、違法行為 （違法取水、遠
糾裁 置） 法取水口、水路清掃欠席、水路へのゴミ投棄
・不法占拠）の放置）
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指標 IAの組織状況 （1980年代） IAの組織状況 （2（泊2年時点）
紛争解決 ○ （BOD会合、IA総会毎月 × （NIAのSMCが上流部IAと下流部1Aの
能力 開催、メンバーを平等に扱う
努力、少ない紛争）
水争い未解決、違法行為の取締 り不能）
組織化の △ （SECに法人登録、IAが △ （SECに法人登録＆SEC報告未実施、NIA
権利 中心、NIAは補助的役割位置 の研修の不足 ・不全、NIAのTypeI契約支
づけ＆現場のエンジニアの理
解不足で性急なPIM実施、農
民不在で決定が実地
払いの遅れによるIA財務管理能力の低下）
多層化組 △ （セクターの設置、セクタ △ （TSAGの設匿＆適法取水口設駅による
織体制 －レベルでの水路清掃、ISF TSAG内の不公平な水配分、盗 水放置、
徴収、水管理人配置、水配分
の実施の増加＆セクターレベ
ルでの活動不在のIAの存在）
TSAG会合の開催不定期）
組織の成
功度合い
△ × （IA活動が停滞）
出所：筆者作成
がら成功しているとは言い難い現状になっているといえる。現状ではNIA
のPIMによって組織化されたIAはPIMの理想からは隔たっているといえ
る。
7．結論
NIAのPIMによるIAはなぜ当初より組織が「劣化」してしまったので
あろうか。まず考えられるのはIAの組織化とその維持のために投入された
人材や資金が不十分であったため、PIMが目指した所期の成果をあげられ
なかった、というものである。また、PIMを進めるプロセスに問題があった
ことも考えられる。さらにPIMの設計概念そのものに問題があるためであ
る［角田宇子，2㈱8年］。
一つ日の理由に関しては、2002年のJICAの調査でも、IA活動のための
資金不足、NIAのIDOの任期の不足、NIAの予算不足によるIDOの人数
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削減、NIAからIAへのTypeI契約の報酬支払い遅延等、IAの自立を妨げ
る財政的問題とMAからの支援の不足が指摘されている［日本工営株式会
社；朝日航洋株式会社，2003年］。
二つ目の理由に関しても、PIM導入当初からNIAの中央集権化された計
画立案と実施手法により、エンジニアがPIMの実施を急いで短期間で実施
しようとする、農民不在で決定がなされる、組織化を担当するIDOと技術
系職員との調整が困難等、PIMの理念どおりIAの組織化が進められていな
い問題が指摘されている［BagadionKorten．1980］。上記JICAの調査でも、
NIA職員の職務怠慢（汚職等）、NIAの予算不足によるIAに対する訓練の
減少、不適切な訓練内容、MAの余剰職員に支払う退職金不足によるIMT
進展の遅れとIA組織化の遅れ等、PIMの理念に基づくIAの実現を阻害す
る要因が指摘されている［日本工営株式会社；朝日航洋株式会社，2003年］。
すなわち、NIAはPIMの理念実現のためには、本来IAの自立を支援し、
強固なIAの組織化を図るべき立場にあるが、実際にはMAの資金不足と
中央集権的組織体別により、PIMの理念を実現できず、IAを強化すること
ができなかったと考えられる。
三つ目の理由である、PIMの設計概念の問題は実は貴も根本的な問題で
あると考えられる。すなわち、Freemanのいう効果的なWUAの中核とな
る割当て制度がPIMの設計概念に採用されていないことが原田であると考
えられる［角田字子，2008年］［角田字子，フィリピン・ボホール州潅漑シ
ステムにおける水利組合組織強化活動の成果とその評価，2010年］。
上記のとおりmAのPIMの設計概念では水利費は量水制ではなく、面積
割で一定（ヘクタール当たりモミ米雨期2カバン、乾期3カバン）となって
おり、受益者が受け取る用水量とは連動していない。Freemanが言うよう
に、割当て制度が導入されている藩漑システムであれば、受益者の負担は受
益者が受け取る用水の量に応じて決められるので、上流下流の格差が是正さ
れ、同じ面積であれば同じ用水量が配分される必要がある。下流部での用水
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路の不全による用水の損失は、上流部の受益者にとっても下流部での配水が
終わるまで自分たちへの配水の順番が回ってこないことになり、上流の受益
者にとっても損失となる。このため、下流部のみならず、上流部の受益者も
用水路の維持管理の改善に関心を持ち、WUAとして維持管理への投資を行
うことになる［Freeman．1992］。また、WUAに入る水利費は受益者が受け
取る用水量に応じているので、WUAには下流部の受益者からの水利費徴収
率を上げるために用水を末端まで公平に配分しようとするインセンティブが
働く。面積割の水利費徴収制度の場合、上流下流の格差が是正されていなけ
れば、下流部の受益者ほど水不足により相対的に高い水利費を払わされると
いう不利な状況になる。しかし、割当て制度が導入されていないWUAでは
受益者が得る用水量に関わらず、WUAに入る水利費は一定であるので、上
流部の受益者は下流部の受益者のために用水路の改善をするインセンティブ
を持っていない。このため、上流下流の格差は是正されないまま、放置され
てしまう。
またPIMのパイロットプロジェクトでは当初から水利費の不払い者がい
たが、制鼓されず、対応がされていない。受益者の負担としてはもう一つ無
償の水路清掃作業が定められていたが、実際には欠席者が存在していた。上
記のとおり、渡漑システムを長期にわたって持続的に円滑に運営していくた
めには、受益者間の公平感が保たれていることが必要である。もし運営コス
トの負握（水利費支払い、水路清掃作業への参加）に関係なく用水を取得す
ることが可能であると、負担感の大きい受益者は不満を感じ、IAの活動に
協力的ではなくなる。公正性が確保されていない潅漑システムに対して農民
は忠誠を払わない。
上記のとおり、受益者間に公平感を保たれるためには、各受益者が負担す
るコストと受け取る便益が等価であることがメンバーに周知できなればいけ
ない。このため、量水制の導入が必要となるため、各受益者の圃場レベルで
取水量を計る制度が必要となる。例えばサンへラ湛漑システムでは幹線水路
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沿いに各受益者の圃場があり、取水口が裾場ごと（受益者ごと）に設置され
ている。各受益者は自分の持つAtarの量に応じて取水できるよう、取水ロ
の幅が調節されている［SiyJr，．communityResourceManagement：Lessons
fromtheZanjera，1982］。PIMによるIAでは量水制が導入されておらず、
各受益者の市場ごとに用水量を計測する装置（簡易な量水器、用水量に応じ
て幅が異なる取水口など）は設置されていない。複数の受益者が一つの取水
口を共有する状況では各自が受け取る用水量は曖昧となる。また、こうした
状況では盗水や水利費の不払い者、水路清掃の欠席者に対し、送水を止める
（取水口を閉鎖する）という最も有効な制裁を科すことができず、依然とし
て取水が可能であるため、フリーライダーの横行を止めることができない。
水利費を支払っても支払わなくてもサービスに変わりがない状況では水利費
の徴収率は低下していく。
以上により、MAのPIMにおいては、元々その設計概念に割当て制度が
採用されていないために、IMTの推進のためにNIAの組織をあげてWUA
の強化を図ってきたにもかかわらず、WUAが強固な組織となりえず、次第
に「劣化」してしまったと考えられる。さらに、WUAが組織として弱体で
あるため、IMTが進捗できないばかりでなく、WUAが管理するはずの潅
漑施設の劣化を招き、そのことがさらにWUAを弱体化させる、という悪循
環が生じてしまっているといえよう。
では、MAのPIMに割当て制度、すなわち量水制が採用されていないの
はなぜであろうか。上記のとおり、NIAのPIMはサンへラ潅漑システム等
のフィリピンの伝統的な潅漑システムの成功事例の研究成果に基づいて、そ
の設計概念が作られている。しかし、サンへラ潅漑システムではAtarとい
う割当て制度が採用されているのに、PIMには割当て制度は導入されず、面
積剖（ヘクタール当たり）の水利費制度になっている。この理由については
現時点では不明であるが、推測としては、上記のとおり1912年に潅漑法が制
定された時点から面積割の水利費制度が採用されていた［Bagadion，The
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史的経緯が考えられる。
さらにFreemanによれば、中央集権的な潅漑実施機関にとって、量水制
の水利費を導入することは技術的に困難であるという。受益者の圃場レベル
での用水量の計測は手間がかかることであり、しかも実施機関が追跡できな
いような方法で容易にごまかされてしまう［Freeman．PersonalconversatlOn
byemail，2010］。予算や人員に制約がある潅漑実施機関にとっては、用水量
に関わらず、単位面積当たり一律に同じ水利費を科す面積割の水利費制度の
方が実施が容易な方法であるといえよう。
さらに、Freemanによれば、潅漑実施機関で働くコンサルタントや現場
の技術者はOstormやFreemanが捷唱するようなWUAの組織上の成功要
因の重要性には気がつかない。彼らは一般的に農家を藩漑運営に巻き込むこ
と（＝PIM）の重要性は感じているが、農家を動員するための正しい組織化
の方法は把捉していない。一方農家の側はWUAの組織の制度設計の良し
あLと、WUAの中でフリーライダーを制御する必要性には極めて敏感であ
る。湛漑実施機関の側にWUAの組織の制度設計への配慮が欠けているこ
とが量水制の導入を妨げてきたという［Freeman，PersonalconversatlOnby
email．2010］。
また、当初NIAのPIMを推進してきたNIA職員や研究者（SiyJr．や
Korten等）が農家を潅漑運営に参加させるためには「農家の連帯感」や
「オーナーシップ意識」の醸成が大切であると考え、WUAの組織の制度設
計よりも、組織化の過程での農家の心理や考え方の変革といった精神論をよ
り重視し、そのためのIA規約（Bylaw）の整備や研修プログラムを実施し
てきたことも要因ではないかと考えられる。例えば上記のとおり、PIMの
建設費用回収方針として、農家に10％の持分捷供の義務を定めているが、こ
の理由は「IAが初期投資を行うことはIAのメンバー間に連帯感を酸成し、
潅漑施設の運営と維持管理への関与を作り出す効果がある」（“Thatinitial
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membersandacommitmenttomanagingandmalntainingthefacilities，’’）
lKortenSiyJr＿，1989］ため、としている。PIMがモデルとしたサンへラ潅
漑システムでは農家の負担の提供は各農家が持つAtarの割当て量に応じて
いるのだが、PIMにおいてはこの点が抜け落ち、農家が負担を提供するとい
う行為自体がすなわち農家のオーナーシップを高めることと考えられている。
つまり、農家の連帯感、責任感という精神論が重要である、という説明にす
り替わっていると考えられる。そして農家の連帯感、責任感を保たせるため
にIAの運営規則（Bylaw）を定め、それを遵守させること、遵守しない者
には罰則（Penalty）を与えることでIAを安定的に運営させようとしていた
のではないか、と考えられる。しかし、こうした組織に対する「連帯感」や
「責任感」はWUAが適正に組織化され、適正な運営規則を持ち、潅漑シス
テムの日常の維持管理が滞りなく実施されるようになったのちに初めて醸成
・強化されるものではないだろうか。Freemanも「農家の態度という心理的
側面は組織の制度設計が適正であるときに初めて正しいものとなる」と述べ
ている［Freeman，Personalconversationbyemai1，2010］。
Freemanによれば、潅漑システムの運営に農家を参加させるというPIM
は港漑運営方針としては正しいものである。しかし、それはWUAを成功さ
せるための制度設計が正しくなされて初めて効果を発するものである。伝
統的潅漑システムには存在している割当て制度がPIMには存在していな
い。PIMは潅漑運営成功の必要条件であるが、十分条件ではないのである
［Freeman．Personalconversationbyemail．2010］。WUAの組織の成功の
ためには、「連帯感の強化」や「オーナーシップの醸成」といった抽象的な
精神論に基づくのではなく、割当て制度を中核とする、OstormやFreeman
が提唱する成功する共有資源管理組織の設計原理に則って、WUAの組織の
制度設計を行うことが必要であると考えられる。
（了）
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本稿は平成19年度亜細亜大学海外研究の助成を受けて研究したものであり、
本稿は右海外研究の成果である。
注
1ベンジャミン・パガデイオン（BenjaminBagadion）はNIAの局長補佐を1985年まで務
めた。その後は各国の潅漑プロジェクトやMA－フォード財団のプログラムにおいてコ
ンサルタントとして活躍した。フランセス・コーテン（FrancesKorten）はスタンフォー
ド大学で社会心理学の博士号を取得し、東南アジアの港漑社会林業プログラム等で研免、
管理、教育を担当した。その後フォード財団のフィリピン代表補佐を務めた【チェルネ
7、マイケル．1998］。二人ともMAのPIMの最初の推進者のひとりである。
2　頭首工（headworks）とは、河川等から潅漑システムの用水路へ必要な用水を引きいれるため
の農業水利施設の舷称であり、主に取水堰と取り入れ口（取水口）から成る。
3　水文学（HydroIogy）とは、地球上の水の循環について研究する科学である。降水、流域、流
臥水収支などの諸問題を扱う。ここでは、降水と河用水壷との関係を解明する河川水文学を
さす。
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